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プログラムリーダー：水災害研究グループ長 澤野久弥 
研究担当グループ：水災害研究グループ、寒地水圏研究グループ（水環境保全チーム） 

 
 

1.  研究の必要性 
時間雨量が 50 ㎜を上回る豪雨が全国的に増加しているなど、近年、雨の降り方が局地化・集中化・激甚化し

てきており、地上気温は 21 世紀に渡って上昇、多くの地域で極端な降水が強く、頻繁となる可能性も予測され

ている。（IPCC 第 5 次報告書（2013））また、積雪量が減少し、積雪・降雪期間が短くなることも予測されてい

る。 
国内では、「国土強靭化基本計画」の閣議決定（2014 年 6 月）に加え、国土交通省より「新たなステージに対

応した防災・減災のあり方」が公表（2015 年 1 月）され、1）「状況情報」の提供による主体的避難の促進、広

域避難体制の整備、2）国、地方公共団体、企業等が主体的かつ、連携して対応する体制の整備を目指している。 
第 3 回国連防災世界会議（2015 年 3 月）では、今後 15 年間に「災害リスク及び損失の大幅な削減」を目指す

仙台防災枠組が採択されるとともに、我が国の防災の知見と技術による国際社会への貢献をさらに力強く進める

ため「仙台防災協力イニシアティブ」が発表された。 
社会資本整備審議会からの答申「水災害分野における気候変動適応策のあり方について」（2015 年 8 月）にお

いても、激甚化する水災害に対応し気候変動適応策を早急に推進すべきとされている。 
さらに、同じく、社会資本整備審議会からの答申「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方につい

て～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」（2015 年 12 月）において、施設の能力に

は限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するものとされ、「水防災意識社会 再構築ビジョン」（2015

年 12月）が策定されたところである。 

また、「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について」（2017 年 1 月）において、中山間地

域特有の洪水被害軽減に向け、避難判断のための雨量情報の活用や、流木や土砂の影響への対策の研究強化を進

めるべきとされている。 

これらのことから、今後一層、集中豪雨などの観測や予測等技術向上、気候変化等も考慮したリスク評価・防

災効果が適切に把握されるとともに、防災対策に役立つ防災情報が提供されるようリスクマネジメント支援技術

開発が必要である。 
  
2.  目標とする研究開発成果 
本研究開発プログラムでは、データ不足を補完する技術開発やリモートセンシング技術により、地上観測が不

足している地域等において予測解析の精度を向上させること、様々な自然条件、多様な社会・経済状況に応じ、

多面的な指標で水災害リスクを評価する技術を開発すること、これらの技術により、例えば地上観測データなど

が不足する地域においても気象・地形地質等の自然条件、社会経済条件など地域の実情に合った水災害リスクマ

ネジメントが実行できるよう支援することを研究の範囲とし、以下の達成目標を設定した。 
(1) 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 
(2) 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用による水災害リスク評

価手法及び防災効果指標の開発 
(3) 防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手法の開発 

このうち、平成 30 年度は(1)、(2)、(3)について実施している。 
 

3.  研究の成果・取組 
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「2. 目標とする研究開発成果」に示した達成目標に関して、平成 30 年度に実施した研究の成果・取組につい

て要約すると以下のとおりである。これらの研究課題を統合させることにより、洪水予測、リスク評価、対応策

等を総合的に支援する技術の開発が期待される。 
 

 (1) 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 
河川水位の予測精度向上を目的に、RRI モデルにデータ同化の一種である粒子フィルタ（PF）を適用して平

成29年7月九州北部豪雨における筑後川水系花月川を対象に再現計算等を行い、その有効性について検証した。

当時の観測雨量を予測雨量とした完全予測の条件下で予測シミュレーションした結果、各粒子の評価に履歴誤

差を考慮した RMSE による尤度評価関数を用いることで予測精度が向上した。また、降水短時間予報を使用し、

PF あり・PF なしで比較した結果、PF ありの場合には予測先行時間によらず河川水位の予測精度は向上し、

特に 3 時間先までの平均予測水位誤差が 0.24m 以内に改善されたことから、粒子フィルタを適用した RRI モ

デルの有効性が確認できた。 
さらに、河川の土砂動態をモデル化する上で、河道縦断方向の分級現象を評価することは極めて重要であるこ

とから、ネパール国ウエストラプティ川を対象に、河床材料の評価方法として掃流砂層厚を、また無次元掃流

力の 5/2 乗に比例する掃流砂量式を導入して河床変動計算を行い、流砂及び河床材料の縦断分級現象を評価出

来ることを明らかにした。 

加えて、冬期に立ち入りが困難である山間部のダム流域を対象に，航空レーザ測量等のリモートセンシング技

術を用いて積雪を計測し、積雪深と地形との関係、積雪分布のパターンの類似性について分析し、これらの結

果からダム流域における積雪分布を簡易に精度良く推定する手法を開発した。北海道旭岳周辺において、冬期

に日本海側から進入する降雪に対し、風衝斜面及び風背斜面に跨がる範囲の積雪分布を航空レーザ測量により

計測した。樹林帯においては尾根の遮蔽により風背斜面の積雪が少ないこと、森林限界以上の高山帯において

は遮蔽による影響が明瞭ではないことを示した。また、2 カ年の計測結果から、積雪分布の関するこれらの特徴

が毎年確認されることを示した。 

 
(2) 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用による水災害リスク評価

手法及び防災効果指標の開発 
衛星マイクロ波輝度温度のデータ同化により表層から根茎層までの土壌水分量プロファイルと、それを吸収

して成長する植生の動態を表す蒸発散量・葉面積指数(LAI)を精度良く推定する植生動態－陸面結合データ同

化システム(CLVDAS)を用いて、2012 年からの数年間に深刻な渇水が発生したブラジル北東域を対象に長期解

析(2003 年～2017 年)を行い、その出力値である LAI から穀物生産高と目標とする生産高を得るために必要と

される灌漑水量を推定する手法を考案した。 

また、ベトナムの都市を対象に将来気候条件の予測とその不確実性の評価、及び対象流域における氾濫条件

の変化について検討を行うため、CMIP5 のモデルセレクション、バイアス補正、統計的ダウンスケーリングを

行い季節降雨特性の異なる北部と中部を対象にモデル間での影響を考察した。また、力学的ダウンスケーリン

グを用いて、同様に北部と中部を対象とした降水量の将来の影響調査を行うとともに、詳細シナリオの降雨条

件を作成した。作成された詳細シナリオをもとに、降雨流出氾濫解析モデル(RRI)を用いて現在と将来におけ

る同一生起確率（1/100）規模の洪水による氾濫域の計算を行うことにより洪水リスクの変化について検討した。 

さらに、多面的な災害リスクの高精度・高度な推計手法の検討のため、茨城県常総市をケースステディー地

域として、災害後の地域社会の機能回復状況に関して調査研究を行ってきており、住民及び事業所へのヒアリ

ング調査の結果、浸水した住家の補修が完了し、住民が日常生活や地域が元に戻ったと感じるまでには約 1-2
年強程度の期間を要すること、更なる災害の発生への懸念や経済的な心配、地域の活気の低下など、様々な長

期的な課題も見られることを明らかにした。また、統計データに基づく分析からも地域全体の影響を把握した。 

  

(3) 防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手法の開発 
「ICHARM 災害リスク情報共有システム（ICHARM Disaster Risk Information System: IDRIS）」の普及に



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 
 

 - 3 - 

向けたシステムの基礎仕様の整理、洪水カルテ自動作成ツールの検討を行うとともに、洪水カルテ自動作成ツー

ルに関しては、岩泉町の洪水リスク評価に適用を行い、洪水カルテの簡便な作成を実現し、地区防災への有用性

を確認した。 
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DEVELOPMENT OF TECHNOLOGY TO SUPPORT RISK MANAGEMENT FOR 
WATER-RELATED DISASTERS OCCURRING MORE FREQUENTLY AND SEVERELY 
IN JAPAN AND OVERSEAS 
 

Research Period ： FY2016-2021 
Program Leader ： Director of Water-related Hazard Research Group 

FUKAMI Kazuhiko 
Research Group ： Water-related Hazard Research Group, 

Cold-Region Hydraulic and Aquatic Environment Engineering Research 
Group (Watershed Environmental Engineering Research Team) 

 
Abstract ： 
In this research project, we aim to develop technologies to characterize water-related disasters in terms of 

meteorology, hydrology and resulting damage. We will also develop technologies for various organizations to 
cope better with disasters using technologies for collecting and providing information. 

In the third year of this program (FY2018), we proceeded (1) the development of technologies and models 
for improving accuracy of flood forecasting and long-term water balance analysis, (2) the development of 
technologies for analyzing water disaster hazards in various natural and local conditions, methods for 
water-related disaster risk assessment using highly accurate, advanced estimation approaches, and (3) the 
development of methods for producing, utilizing and communicating useful information on disaster 
prevention and disaster status to assist efforts in disaster prevention and mitigation 

These technologies and methods will be used to establish systems to estimate damage and risk using 
real-time observation information. Such systems will make reliable disaster information readily available for 
municipal disaster management personnel, who will thus be able to make well-informed decisions for 
effectively fighting floods and leading safe evacuation in time of disaster. 
 
Key words ：water-related disaster, RRI model, IFAS, national resilience, risk information system 
 



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

- 1 - 
 

2.1  洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 

2.1.1 データ不足の補完等を考慮したリアルタイム流出氾濫予測精度向上技術に関する研究 

担当チーム：水災害研究グループ                 
研究担当者：伊藤弘之、菊森佳幹、江頭進治、原田大輔、中村要介 

 
【要旨】 
近年、日本各地で未曾有の規模の洪水が発生し、多数の死者・行方不明者等を含む甚大な被害が発生している。

このような状況に鑑み、河川水位の予測精度向上を目的し、RRI モデルにデータ同化の一種である粒子フィルタ

(PF)を適用して、その有効性を検証した。粒子フィルタは RRI モデルの斜面水深を状態量とし観測水位に対して

逐次データ同化させた。平成 29 年 7 月九州北部豪雨における実証実験では花月川(136.1km2)を対象に予測雨量の

的中度 100%となる降雨完全予測の条件下で予測シミュレーションした結果、履歴誤差を考慮した RMSE による

尤度評価関数を用いることで予測精度が向上した。また、予測雨量を降水短時間予報に置き換え PF あり・PF な

しで比較した結果、予測先行時間によらず河川水位の予測精度は向上し、特に 3 時間先までの平均予測水位が

0.24m 以内に改善されたことから、粒子フィルタを適用した RRI モデルの有効性が確認できた。 
キーワード：中山間地河川、RRI モデル、粒子フィルタ、データ同化、リードタイム 
 

 
1．はじめに 

2016 年 8 月台風 10 号により岩手県小本川流域にお

いて発生した洪水災害では、流域全体で死者 19 名、行

方不明者 2 名の犠牲者を出している。同様の災害は、

2017 年 7 月の九州北部豪雨災害、2014 年 8 月豪雨等

においても見られており、近年中山間地における水災

害が顕在化している。 
しかしながら、リアルタイム水位予測の予測精度は

十分なものではない。その要因には中山間地河川にお

ける短期洪水予測は様々な誤差要因を含んでおり、水

文モデリングの課題や観測・予測技術の課題などが挙

げられる。 
先行研究 1)では、平成 29 年 7 月九州北部豪雨におけ

る筑後川水系花月川(A=136.1km2)を対象とし、リアル

タイム水位予測の精度を定量的に評価している。イベ

ント単位での洪水波形やピーク水位の再現性は高い

ものの、水位上昇部で過小評価されているため防災上

危険側の予測情報となり得ることが結論の一つとし

て挙げられている。 
本研究では流出解析モデルの持つ潜在的な誤差が

初期値にあると考え、その誤差を粒子フィルタでフィ

ルタリングしながら、空間状態量を逐次推定すること

を考える。具体的には、RRI モデルにおける斜面水深

を逐次修正することで観測水位に逐次同化させるこ

とで、リードタイムの短い中山間地河川を対象とした

リアルタイム水位予測の予測精度向上を目的とした。 
 

2．対象河川と降雨イベント 

本研究では、降雨流出の応答が早く水文モデルや予

測雨量の精度が直接的に洪水予測の精度に影響する

中山間地河川に着目し、大分県日田市に位置する筑後

川水系花月川を対象とする。花月川は図-1 に示すよう

に、流域面積 136.1[km2]、流路延長 16.6[km]、流域の

81[%]が森林に覆われる典型的な中山間地河川である。 
花月川における RRI モデルは、空間解像度を 2 秒: 

約 50m とし、メッシュ数は 39,489 となる。斜面メッ

シュは中間流・表面流一体モデルを仮定し、中間流に

ついては飽和層・不飽和層を区別している。詳細な条

件設定やパラメータについては先行研究 1)を参照され

たい。 
 

花月川流域
 

花月水位観測所 

(雨)日
 

図-1 花月川流域図 
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3．粒子フィルタ 

(1) 状態空間モデル 

粒子フィルタは追跡対象となる状態をN個の独立し

た状態ベクトル𝑥𝑥𝑡𝑡
(𝑖𝑖)
とそれに対応する重み𝑤𝑤𝑡𝑡

(𝑖𝑖)
を持つ

多数の粒子{𝑥𝑥𝑡𝑡
(𝑖𝑖),𝑤𝑤𝑡𝑡

(𝑖𝑖)} (𝑖𝑖 = 1, 2,∙∙∙,𝑁𝑁)を用いて逐次的

に推定する手法である 2)～4)。 
一般に状態空間モデルは、状態ベクトル𝑥𝑥𝑡𝑡 と観測ベ

クトル𝑦𝑦𝑡𝑡 の関係を非線形関数𝐹𝐹𝑡𝑡 、 𝐻𝐻𝑡𝑡 、システム方

程式と観測方程式のパラメータベクトルを𝜃𝜃𝜃𝜃𝑡𝑡、 𝜃𝜃𝜃𝜃𝑡𝑡，
そしてシステムノイズと観測ノイズを𝑢𝑢𝑡𝑡 、 𝑣𝑣𝑡𝑡 を用い

て(1)式と(2)式のように表す。 
[システム方程式] 
 𝑥𝑥𝑡𝑡 = 𝐹𝐹𝑡𝑡(𝑥𝑥𝑡𝑡−1,𝜃𝜃𝑠𝑠,𝑢𝑢𝑡𝑡)       (1) 
[観 測 方 程 式] 
 𝑦𝑦𝑡𝑡 = 𝐻𝐻𝑡𝑡(𝑥𝑥𝑡𝑡 ,𝜃𝜃𝑜𝑜, 𝑣𝑣𝑡𝑡)       (2) 
システムノイズ𝑢𝑢𝑡𝑡 と観測ノイズ𝑣𝑣𝑡𝑡 はそれぞれ非ガ

ウスの確率密度関数𝑞𝑞(𝑢𝑢), 𝑟𝑟(𝑣𝑣)に従う。本研究ではこ

れをホワイトガウスノイズとして扱う。観測ベクトル

𝑦𝑦𝑡𝑡 が得られた後、フィルタリングされた状態ベクトル

𝑥𝑥𝑡𝑡 の確率分布はベイズの定理により(3)式で推定する。 

 𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡) =
𝑝𝑝(𝑦𝑦𝑡𝑡|𝑥𝑥𝑡𝑡) 𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡−1)

𝑝𝑝(𝑦𝑦𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡−1)  (3) 

(2) アルゴリズム 

粒子フィルタでは条件付き確率分布（事前分布）を

独立な実現値とみなせる多数の粒子 N を用いて(4)式
のように近似する。 

 𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡−1) ≅
1
𝑁𝑁
�𝛿𝛿 �𝑥𝑥𝑡𝑡 − 𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1

(𝑖𝑖) �
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1
 (4) 

ただし、(∙)はディラックのデルタ関数である。 
事後分布は(3)式と観測ベクトル𝑦𝑦𝑡𝑡を加え、5)式とな

るように𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡
(𝑖𝑖)
を設定する。 

 𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡) ≅
1
𝑁𝑁
�𝛿𝛿 �𝑥𝑥𝑡𝑡 − 𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡

(𝑖𝑖)�
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1
 (5) 

(4)式、5)式を表現する粒子𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖)

、𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡
(𝑖𝑖)
は(1)式、2)式に

従い、図-2 に対応した以下の手順に従い逐次的に求め

る。 
〔Step 1: 初期化 Initialization〕 
現時刻を t-1 とし、i 番目の粒子(𝑖𝑖 = 1, 2,∙∙∙,𝑁𝑁)につい

てフィルタリング後の状態量𝑥𝑥𝑡𝑡−1|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖)

が得られている

とする。ただし、計算開始時点の初期の状態空間ベク

トルは𝑢𝑢𝑡𝑡~𝑁𝑁(1, 0.42)に従うガウス分布として生成す

る。 
 

〔Step 2: 予測 Prediction〕 
l 次元の乱数𝑢𝑢𝑡𝑡

(𝑖𝑖)~𝑞𝑞(𝑢𝑢)を生成し、(1)式のシステムモ

デルを用いて i 番目の粒子(𝑖𝑖 = 1, 2,∙∙∙,𝑁𝑁)の予測値

𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖)

を計算する．これにより事前分布が(3)式によって

求まる。 
〔Step 3: フィルタリング Filtering〕 

(3)式の𝑝𝑝(𝑦𝑦𝑡𝑡|𝑥𝑥𝑡𝑡)は状態ベクトル𝑥𝑥𝑡𝑡 のときに観測ベ

クトル𝑦𝑦𝑡𝑡を得る確率（尤度）であり、(2)式の観測方程

式から求まる𝑅𝑅𝑡𝑡(𝑦𝑦𝑡𝑡|𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖) )の条件付き確率分布によっ

て得られる。(3)式の𝑝𝑝(𝑦𝑦𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡−1)は、 

 𝑝𝑝(𝑦𝑦𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡−1) ≅
1
𝑁𝑁
�𝑅𝑅�𝑦𝑦𝑡𝑡 |𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1

(𝑖𝑖) �
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1
 (6) 

となり、(4)式と(6)式を(3)式に代入すると事後分布は 

 𝑝𝑝(𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑦𝑦1:𝑡𝑡) ≅�𝑤𝑤𝑡𝑡
(𝑖𝑖)𝛿𝛿 �𝑥𝑥𝑡𝑡 − 𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1

(𝑖𝑖) �
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1
 (7) 

として得られる。ここで𝑤𝑤𝑡𝑡
(𝑖𝑖)
は正規化した尤度である。 

 𝑤𝑤𝑡𝑡
(𝑖𝑖) = 𝑅𝑅𝑡𝑡 �𝑦𝑦𝑡𝑡 |𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1

(𝑖𝑖) � /�𝑅𝑅�𝑦𝑦𝑡𝑡 |𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖) �

𝑁𝑁

𝑖𝑖=1
 (8) 

〔Step 4: リサンプリング Resampling〕 

正規化した尤度（重み）𝑤𝑤𝑡𝑡
(𝑖𝑖)に比例する割合で𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1

(𝑖𝑖) を

復元抽出し、抽出した粒子を𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡
(𝑖𝑖)とする。本研究ではド

ント方式で粒子を復元抽出し、パターンの固定化によ

る衰退を防ぐため、抽出後の状態ベクトル𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡
(𝑖𝑖)に対し固

定粒子を除く全粒子に𝑢𝑢𝑡𝑡~𝑁𝑁(0, 0.42)に従う摂動を与

える。 
(3) システム方程式：RRI モデル 

本研究ではシステム方程式にRRIモデル 5)～7)を用い

た。RRI モデルは、図-3 に示す概念図のように、降雨

を入力として河道流量から洪水氾濫までを流域ス

ケールで一体的に解析できるモデルである。斜面や河

道の追跡はDiffusive wave法で近似し、適応時間ステッ

図-2 粒子フィルタにおけるアルゴリズムの概念図 
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プルンゲクッタ法やOpenMPのスキームを導入するこ

とでリアルタイムシミュレーションを実現できる水

文モデルとなっている。洪水の再現性では近年国内で

の適用報告が増えており、例えば山本ら 8)は兵庫県千

種川水系を詳細にモデリングし、複数の水位観測所に

おいてその再現性を確認している。なお，本研究では

最新バージョンの RRI モデル Ver.1.4.2.37)を用いてい

る。 
 
４．RRIモデルへの粒子フィルタの実装 

(1) 推定すべき状態量 

先行研究 1)では立ち上がりでの予測精度に課題があ

り、これは洪水初期において水文モデルに起因する流

域内の土壌水分条件の推定誤差が一因と考えられ、本

研究で対象とする短期洪水予測においてこの部分の

改善が必要と考える。そこで表面流・中間流を一体的

に解析する RRI モデルの長所を活かし、リアルタイム

に得られる観測値を利用して、洪水初期における流域

湿潤状態や立ち上がりでの水位誤差を改善する手法

の開発が求められる。 
本研究では、図-4 に示すように、RRI モデルの斜面

の水文過程に着目し、メッシュ毎の斜面水深 hs に対す

る係数αを状態空間として更新する。ただし、花月川

における RRI モデルの再現精度は NS=0.97 と高いた

め、固定粒子としてα=1 を保持した特別な粒子を用意

する。また、時間更新後 t における RRI モデルの初期

状態量は、尤度（重み）𝑤𝑤𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖)

が最大となる粒子が保有

する斜面水深ℎ𝜃𝜃𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖)

を引き継ぎ、システムノイズ𝑢𝑢𝑡𝑡
(𝑖𝑖)
を

摂動として与えられた𝑥𝑥𝑡𝑡−1|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖)

からなる。 
(2) 尤度評価関数 

一般に粒子フィルタにおいては最新の観測情報を

利用し状態量やパラメータを推定していくが、土中水

分量は直接観測されていないことが多いため、本研究

では花月川下流に位置する花月水位観測所の観測水

位で粒子毎の尤度を評価する。 
尤度については，履歴誤差を考慮し、過去 3時間遡っ

た時間から現時刻までに観測した水位で評価した。こ

のとき目的関数は(10)式に示す RMSE とした。 
[ 履歴誤差評価式 ] 

𝑅𝑅 �𝑦𝑦𝑡𝑡 |𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖) � =

1
√2𝜋𝜋 𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦

𝑒𝑒𝑥𝑥𝑝𝑝 �−
�𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑡𝑡

(𝑖𝑖)�
2

2𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦2
�

 
(9) 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = �
1
𝑁𝑁
��ℎ𝑡𝑡,𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐 − ℎ𝑡𝑡,𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠�

2
𝑁𝑁

𝑡𝑡=1
 

(10) 

ここで、𝑅𝑅(𝑦𝑦𝑡𝑡 |𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1
(𝑖𝑖) )は粒子𝑥𝑥𝑡𝑡|𝑡𝑡−1

(𝑖𝑖)
の尤度、ℎ𝑡𝑡,𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

(𝑖𝑖)
は時

刻 t の i 番目粒子の計算水位、ℎ𝑡𝑡,𝑜𝑜𝑜𝑜𝑠𝑠は時刻 t の観測水

位、𝜎𝜎𝑦𝑦2は観測水位の分散である。RMSE の分散𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦2 はモ

デル誤差から𝜎𝜎𝑦𝑦𝑦𝑦2 = 0.52として設定される。(10)式の N
は遡り時間内における観測水位のデータ個数である。 
 
５．実証実験 

(1) 降雨完全予測による実証実験 

ここではRRIモデルが粒子フィルタによって適切に

状態修正できているかを議論するため、降雨完全予測

（予測降雨的中率 100%）の条件下で解析雨量を用い

た実証実験している。図-5 には粒子フィルタを適用し

た 6 時間先までの予測水位ハイドログラフと図-6(青
色)には予測誤差分布を示す。この結果、RRI モデルと

解析雨量によって連続計算された計算水位に比べ、予

測水位は観測水位に対して良く追随していることが

わかる。特に 7/5 14:00～17:00 の水位上昇部では予測

水位の精度が向上していることがわかり、前述した粒

子フィルタのアルゴリズムによって河川水位の予測

精度が向上していることを証明している。 

図-3 RRI モデルの概念図 
 

図-4 RRI モデルにおける単一メッシュのモデル構造
と粒子化する状態量のイメージ。 
例えば、右上は時間発展後に斜面水深 hs を 2.0
倍に状態修正したことを表す。 
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(2) 実降雨予測による実験 

次に実際に気象庁がリアルタイムで配信していた

降水短時間予報を用いて 6 時間先までの予測シミュ

レーションを実施し、短期洪水予測における本手法の

予測精度について議論する。図-7 には粒子フィルタを

適用した場合の予測水位と、粒子フィルタなしの予測

結果を重ねた。 
a) 現時刻の水位誤差 

まず現時刻に着目する。粒子フィルタを適用しない

場合、現時刻の予測水位は必ず RRI モデルの計算水位

から出発するが、粒子フィルタを適用した場合、概ね

観測水位付近から出発している。これは観測水位に

データ同化していることを示しており、本手法によっ

て実現象に近い現時刻の流域状態量や河川水位を再

現できていると考えられる。なお、観測水位と完全に

一致しないのは、履歴誤差を考慮したことがその一因

であり、本手法の社会実装にあたっては現時刻のバイ

アス補正など、実運用面での課題は残る。 
b) 予測水位誤差 

次に予測水位に着目する。図-6 では粒子フィルタの

有無に関わらず予測水位は実績水位に対して過小評

価されている。これは図-7 に示す降雨完全予測と比較

すれば予測雨量が過小評価されていることは言うま

でもない。このような現状であっても、粒子フィルタ

を適用した場合、特に水位上昇部において概ね 2 時間

先までの予測水位は実績水位を良く追随している。ま

た、予測先行時間が長くなるほど粒子フィルタあり・

なしで予測水位の差が小さくなっていく。例えば、7/5 
15:00 時点の予測水位（図-7 矢印）は粒子フィルタあ

り・なしに関わらず 17:30 付近まではほぼ並行して水

位上昇を予測し、その後は両者が漸近するように水位

低下していく。この漸近は花月川の流域面積が小さい

ため、流域状態量を修正したとしても予測先行時間が

長くなるほど、粒子フィルタによる修正効果が小さく

なり、2 時間先以降の河川水位は流域状態量より予測

雨量が支配的になったためと考えられる。 
c) 予測水位の誤差分布 
最後に、図-7 に各予測時刻の水位誤差を予測先行時

間別にまとめた。図中には，①降雨完全予測による PF
あり（青）、②降水短時間予報による PF あり（赤）、③

降雨完全予測による PF なし（グレー）の 3 ケースと

し、それぞれ本イベントにおける最大誤差・最小誤差・

平均誤差を分布図として表している。この結果、粒子

フィルタを適用することによって誤差分布の広がり

は小さくなっていることがわかる。特に現時刻での平

均誤差は、PF なしの場合に-0.43m であったが、PF あ

りでは+0.03m と絶対誤差で 0.4m の改善が見られる。

一方、6 時間先の予測平均誤差は 0.09m であり、前述

した状態修正の効果が小さくなっていることを裏付

けている。 
また、雨完全予測と降水短時間予報の誤差を比較し

た場合、明らかに誤差が大きくなっており、依然とし

図-6 粒子フィルタあり・なしにおける予測誤差分布図 

図-7 RRI モデルと気象庁の降水短時間予報を用いた
6 時間先までの実予測結果。 
図中赤線：粒子フィルタによるデータ同化あ
り、図中グレー線：データ同化なしを表す。 

図-5 降雨完全予測による粒子フィルタを適用した
RRI モデルの 6 時間先の予測水位 
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て予測雨量の精度が低いこともわかる。これは本手法

の有効性が示せているものの、リードタイムの確保に

は予測雨量の精度向上が喫緊の課題であるとも言え

る。 
 
５．まとめ 

本研究では、中山間地河川における河川水位の予測

精度向上を目的とし、RRI モデルの斜面水深を状態量

とする粒子フィルタを適用してその有効性を検証し

た。 
降雨完全予測で実証実験した結果、特に水位上昇部

で精度良く観測水位に同化され、本論で提案する粒子

フィルタのアルゴリズムの有効性が確認できた。 
次に本アルゴリズムを適用し、実際に当時配信され

た降水短時間予報を用いてその有効性を検証した。粒

子フィルタによる効果を検証するため粒子フィルタ

なしと比較した結果、実降雨予測においても粒子フィ

ルタを適用することで特に水位上昇部の予測精度が

向上した。また、予測誤差の平均値は予測先行時間に

依らず改善され，本イベントでは3時間先までは0.24m
以内で予測できることがわかった。一方で、予測先行

時間が長くなるほど粒子フィルタの効果が小さく

なっていくことも明らかになった。これは花月川の流

域面積が小さいことから、3 時間先以降の予測水位は

流域状態量より予測雨量が支配的になったためと考

えられる。逆を言えば、数百 km2オーダーの中小河川

に本手法を適用した場合、より長いリードタイムを確

保できる可能性も同時に示唆している。 
以上より、RRI モデルと粒子フィルタによる河川水

位の予測技術は短期洪水予測において予測精度の改

善に有効であることが示された。 
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2.1  洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 

2.1.2 人工衛星及び土砂水理学モデルを活用した水災害ハザード推定技術の開発に関する 

研究 

   担当チーム：水災害研究グループ                
研究担当者：伊藤弘之、原田大輔、南雲直子、郭 栄珠、江頭進治 

  
【要旨】 

河川の土砂動態をモデル化する上で、河道縦断方向の分級現象を評価することは極めて重要である。本研究は

流砂機構の違いに着目して、ネパール国ウエストラプティ川における現地調査と数値解析によって分級現象を説

明しようとするものである。一般に適用されているような流砂量式を用いてウエストラプティ川で見られるよう

な河床材料及び流砂の縦断分級を説明することは難しい。そこで、河床材料の評価方法として掃流砂層厚を、ま

た無次元掃流力の 5/2 乗に比例する掃流砂量式を導入して、河床変動計算を行い、流砂及び河床材料の縦断分級

現象を評価した。その結果、本手法を用いて縦断分級現象を評価できることが分かった。 
キーワード：土砂・洪水氾濫、土砂動態モデル、縦断分級、河床変動、粒度分布、土砂輸送 
 

1．はじめに 
河川の縦断分級現象を正しく評価することは、河川管

理や河道計画を行う上で基本となる重要な問題である。

例えば 2017 年に発生した九州北部豪雨による赤谷川の

災害では、わずか数 km の範囲内で大礫から細砂へと河

床材料が変化するという著しい縦断分級が生じている 1)。

このような河床材料の縦断変化を適切に評価することは、

出水時の河道の変化を予測し、河床変動を考慮した河道

計画を立てる上で極めて重要である。 
河床材料の縦断分級現象は、水工学の重要な課題であ

り、古くから数多くの研究が行われている。その多くは河

床材料の縦断分級について、掃流力の変化による選択的

分級 2)、 3)、もしくはこれに土砂流送中の摩耗・破砕作用

による効果を加えた説明が行われている 4)、 5)。ところが、

本研究で対象としたネパール国のウエストラプティ川で

行われた調査の結果、わずか30km程度の対象区間内で、

掃流力が急激に減少するような顕著な河床勾配の変化を

伴わずに大礫から細砂への縦断分級が生じている。対象

区間の下流側においては、礫が十分に輸送され得る掃流

力であるにも関わらず、礫は全く見られず河床は細砂か

ら構成されている。この状況は従来の選択的分級とは異

なる考え方、手法によらなければ説明することができな

い。本研究はこれらの状況を説明し得る考え方及び解析

手法について新たに提案し、これを用いてウエストラプ

ティ川の縦断分級現象を説明しようとするものである。 
 
 

２．対象河川と現地調査の結果 
ネパールの南西部に位置するウエストラプティ川は、

ヒマラヤ山脈に端を発し、山間部と盆地部を繰り返しな

がら流下し、下流域の平野部に流下する。流域にダムはな

く、堤防の整備箇所も限られているため、ほぼ自然河川の

状況といってよい。著者らが流域全体を踏査したところ、

河床材料の粒径は上流域から中流域にかけて、また図-１

に示す対象区間の上流端までは、ほぼ同様であった。しか

し、そこから約 30km 地点より下流域では、河床はほぼ

細砂及びシルトで覆われている。このような顕著な分級

現象が、数百 km に及ぶ河川のうちの僅かな区間で生じ

ていることから、この区間を対象として河床材料及び縦

断水面形について詳細な調査を行った。 

 

図-1  ウエストラプティ川流域 (ネパール国) 
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縦断水面形は、ボートに乗船して GPS 装置(Global-
DGPS)を保持し、対象区間内を移動して計測した。なお、

調査は乾期である2017年 11月に行っている。その結果

を図-２に示す。図-２中の各地点で河床材料を調査して

いる。対象区間内では主として瀬と淵が連続している。そ

こで各調査地点では、淵を起点として河道横断方向に図-

３に示す 4 か所で河床材料を調査した。画像解析による

面積格子法と表層から 20cm 程度を掘削して持ち帰った

細粒土砂のふるい分けにより、箇所の粒度分布を求めて

いる。①～④でそれぞれ算出した粒度分布を合わせて各

地点の粒度分布としたものが図-４である。 
図-２において、点2の付近で勾配が変化しており、の

上流側の勾配は1/700程度、一方下流側では1/1100程度

である。床材料については、地点 3 を除き、地点 1 から

地点 7 までかなり類似している。地点 3 で河床材料が一

度細かくなっているが、これは地点2付近の勾配変化や、

地点 4 の少し上流で支流が合流することによる影響等が

考えられる。その一方、地点8と地点9の河床材料は250
㎛以下が大半を占めていることから、地点 7 よりも下流

には大きい材料は輸送されていないことが分かる。地点9
の付近には河床を掘削した土砂が積まれていたが、下層

にも粗い材料はほどんど含まれていなかった。この分級

は地点 7 と 8 の間での勾配の顕著な変化が見られない区

間において生じていることから、大きい河床材料がこの

地点よりも下流に輸送されない理由について検討する。 
 

３．既存の手法による数値計算 
(1) 計算条件 
ウエストラプティ川の分級現象について検討するため

に、まず既往の解析手法を用いて、一次元河床変動計算を

行った。解析方法は水理公式集 6)と同様であり、掃流砂量

式として芦田・道上式 7)を用い、河床材料の粒度分布は交

換層を設定し、平野の方法 8)によって評価している。限界

掃流力の評価には、文献 7)の修正 Egiazaroff 式を考慮し

ている。河床材料については、初期の粒度分布を、対象区

間の上流端「地点 1」を模擬した図-４の「計算 1」とし

た。また、交換層厚は最大粒径と同じ100mmとした。な

お、河床材料は 6 粒径階に分けて計算を行っており、最

も小さい粒径階の中央粒径は 300 ㎛である。本来この粒

径であれば掃流砂と同時に浮遊砂を考慮するべきだが、

ここでは簡単のため掃流砂のみの計算を行う。 
 河床勾配は、地点 2 よりも下流側の平均勾配である

1/1100 とし、川幅はウエストラプティ川対象区間の平均

的な川幅である 400m としている。流量について、対象

区間の直上流に位置するKusum観測所では、2003年～

2014 年の平均年最大流量が 2,570(m3/s)、最大流量が

7,270(m3/s)であった。上記の河道において、平均年最大流

量であれば40mm程度の粒径まで動き得る計算となるが、

ここでは最大粒径まで十分に動き得る掃流力となるよう、

流量を 10,000(m3/s)としている。この流量は数十年に一

度程度の規模に相当する。なお、流れの計算において河床

のマニングの粗度係数は、現地の地被状況を考慮して

0.04としている。計算区間は縦断方向に50km とし、計

 
図-2  縦断水面形（点線はデータ未取得区間) 

 

図-3  河床材料の調査方法（地点4の例） 

 
図-4  粒度分布（採取位置は図-2と対応） 
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算間隔は1km、計算時間の間隔は1秒、下流端水位は等

流条件としている。上流端から平衡流砂量を給砂し、勾配

の変化のない一様な河道とした場合には、流入する土砂

量と流出する土砂量が全く同じとなってしまい、粒度分

布の変化が生じない。そこで、勾配変化点を有し、多量に

細粒土砂が供給されているという現地の状況に鑑み、以

下の解析ケースを設定した。①給砂量は平衡流砂量とし

て、解析区間内に勾配の変化点を設ける場合（Case1-1）、
②平衡流砂量を給砂するが、細粒分（最も小さい粒径階）

については平衡流砂量の20%多く供給する場合（Case1-
2）の解析を行った。Case1-1において、勾配は図-2の状

況を想定して、上流端から8kmの区間は勾配を1/700と

して、それより下流では1/1100としている。計算時間に

ついて、どのケースでも1000日程度の計算を行えば粒度

分布の観点から概ね平衡状態に達していると判断された

ため、全てのケースで 1000 日間の計算を行った。なお、

後述するものを含めて本論文での全計算ケースを表-１

に示す。 
(2) 計算結果 
Caes1-1、Case1-2の計算結果について、粒度分布をそれ

ぞれ図-５、図-６に示す。ここでは上流と下流で河床材料

及び流砂に分級が生じているかに着目しているため、計

算区間の上流側と下流側の河床材料及び流砂の粒度分布

を比較している。図-５、図-６において、計算区間の上流

端から 2km の地点を「上流」とし、下流端から 2km の

地点を「下流」としている。図には河床と掃流砂の粒度分

布を示しているが、上流と下流で粒度分布にほとんど差

が見られず、選択的輸送による分級とは異なる機構によ

る分級現象の説明が必要であることが分かる。 
 

４．本研究で提案する新たな手法による数値計算 
(1) 計算手法 
分級現象を説明するために、江頭らの連続体手法によ

る掃流砂量式 9)及び竹林による掃流砂層厚を用いた粒度

分布の評価法 10)を導入する。 

河床材料の粒度分布については、掃流砂層厚を江頭ら

の式 9) (1)によって評価する。掃流砂層と遷移層における

各粒径階の砂粒子の質量が保存されるよう、竹林の方法
10)に基づいて，式(2)～(5)により粒度分布を決定する 11)。 

ℎ𝑠𝑠
𝑑𝑑

=
1

𝑐𝑐𝑠𝑠� cos𝜃𝜃
1

tan𝜙𝜙𝑠𝑠 − tan𝜃𝜃
𝜏𝜏∗ 

 

(1) 

∂𝑧𝑧𝑏𝑏/ ∂t > 0の場合（河床上昇時）  

𝑐𝑐𝑠𝑠ℎ𝑠𝑠
𝜕𝜕𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −(1 − 𝜆𝜆)𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏
𝜕𝜕𝑧𝑧𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

−
𝜕𝜕𝑞𝑞𝑏𝑏𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

 (2) 

𝜕𝜕(𝐸𝐸𝑡𝑡𝐹𝐹𝑡𝑡𝑏𝑏)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏
𝜕𝜕𝐸𝐸𝑡𝑡
𝜕𝜕𝜕𝜕

 (3) 

 
図-5 Case1-1の計算結果 

 
図-6  Case1-2の計算結果 

表-1  計算ケース 

 
 

 
図-7  流砂層，遷移層，堆積層の模式図 

 

掃流砂量式 掃流砂層厚 計算条件
Case1-1 芦田・道上式7) 平野の方法8) 勾配変化点あり
Case1-2 芦田・道上式7) 平野の方法8) 細粒分を20%多く供給
Case1-2' 芦田・道上式7) 竹林の方法10) 細粒分を20%多く供給
Case1-3 芦田・道上式7) 竹林の方法10) 図-11を参照
Case1-4 芦田・道上式7) 平野の方法8) 細粒分+50%, 勾配変化点あり
Case2-1 江頭らの式9) 竹林の方法10) 勾配変化点あり
Case2-2 江頭らの式9) 竹林の方法10) 細粒分を20%多く供給
Case2-3 江頭らの式9) 竹林の方法10) 図-11を参照
Case2-4 江頭らの式9) 竹林の方法10) 細粒分+50%,  勾配変化点あり
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∂𝑧𝑧𝑏𝑏/ ∂t < 0の場合（河床低下時）  

𝑐𝑐𝑠𝑠ℎ𝑠𝑠
𝜕𝜕𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −(1 − 𝜆𝜆)𝐹𝐹𝑡𝑡𝑏𝑏
𝜕𝜕𝑧𝑧𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

−
𝜕𝜕𝑞𝑞𝑏𝑏𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

 (4) 

𝜕𝜕(𝐸𝐸𝑡𝑡𝐹𝐹𝑡𝑡𝑏𝑏)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝐹𝐹𝑡𝑡𝑏𝑏
𝜕𝜕𝐸𝐸𝑡𝑡
𝜕𝜕𝜕𝜕

 (5) 

ここに、ℎ𝑠𝑠：掃流砂層厚、𝑐𝑐𝑠𝑠�：掃流砂層内の土砂濃度、 d：

掃流砂層の平均粒径、𝜏𝜏∗：d に対する無次元掃流力、θ：
河床勾配、∅𝑠𝑠：土粒子の内部摩擦角、𝐹𝐹𝑏𝑏𝑏𝑏, 𝐹𝐹𝑡𝑡𝑏𝑏：掃流砂層

及び遷移層におけるi粒径階の存在率、λ：空隙率、𝑞𝑞𝑏𝑏𝑏𝑏：
i粒径階の掃流砂量である。 

𝐹𝐹𝑡𝑡𝑏𝑏、 𝐸𝐸𝑡𝑡については∂𝐸𝐸𝑡𝑡/ ∂t =∂𝑧𝑧𝑏𝑏/ ∂tの関係に基づいて

式(3)、(5)より導かれる．掃流砂層と遷移層の概念は図-

７のようであり、𝐹𝐹𝑑𝑑𝑏𝑏、 𝐸𝐸𝑑𝑑については、多数の層を予め用

意し、河床低下時に|∂𝑧𝑧𝑏𝑏/ ∂t| > 𝐸𝐸𝑡𝑡の場合に下位の堆積層

を遷移層として用い、河床上昇時に𝐸𝐸𝑡𝑡 > 𝐸𝐸𝑑𝑑の場合には堆

積層を一つ追加する。掃流砂量式としては、江頭らの式 9) 

を用いる。 

𝑞𝑞𝑏𝑏∗𝑏𝑏 =
4

15
𝐾𝐾12𝐾𝐾2
�𝑓𝑓𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓

𝜏𝜏∗𝑏𝑏5/2𝑝𝑝𝑏𝑏 (6) 

ただし、 𝑞𝑞𝑏𝑏∗𝑏𝑏：i粒径階の無次元掃流砂量、𝜏𝜏∗𝑏𝑏：i粒径階

の無次元掃流力、𝑝𝑝𝑏𝑏：i粒径階の存在割合である。 

式(6)中のその他のパラメータについては、文献 9)、 12)

と同じものを用いた。式(6)は掃流砂量が𝜏𝜏∗の5/2乗に比

例する形式であり、i 粒径階の掃流砂量𝑞𝑞𝑏𝑏𝑏𝑏について、式

(6)を変形すれば以下のように表される。 

𝑞𝑞𝑏𝑏𝑏𝑏 =
4

15
𝐾𝐾12𝐾𝐾2
�𝑓𝑓𝑑𝑑 + 𝑓𝑓𝑓𝑓

𝑢𝑢∗5

𝑠𝑠2𝑔𝑔2
1
𝑑𝑑𝑏𝑏
𝑝𝑝𝑏𝑏 (7) 

ただし、 𝑢𝑢∗：摩擦速度、s：土粒子の水中比重、g：重力

加速度、𝑑𝑑𝑏𝑏：i粒径階の粒径である。式(7)より、𝑞𝑞𝑏𝑏𝑏𝑏は𝑑𝑑𝑏𝑏

に対して反比例の関係となっている。大きい粒径ほど流

砂量が小さく評価されるために、掃流砂量が𝜏𝜏∗の 5/2 乗

に比例する流砂量式を用いることによって、縦断分級が

表現されることを意味する。 

 移動限界粒径𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐の判定は、式(1)により算出されたℎ𝑠𝑠
を用いて、式(8)により判定を行い、𝑑𝑑𝑏𝑏 > 𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐の場合には

河床材料の移動が生じないようにしている。 

𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐 = 𝑐𝑐𝑠𝑠� cos𝜃𝜃 (tan𝜙𝜙𝑠𝑠 − tan𝜃𝜃)ℎ𝑠𝑠
1
𝜏𝜏∗𝑐𝑐

 (8) 

ただし、 𝜏𝜏∗𝑐𝑐：無次元限界掃流力であり、岩垣の式 13)によ

り求めている。 

(2) 計算条件 

式(1)～(8)を用いて先に述べたものと同様の数値計算を

実施する。計算条件は、Case1-1、1-2と同様とする。解析

の流量は10,000(m3/s)とし、この流量であれば式(8)により

移動限界粒径を算出しても、全ての粒径の河床材料が十

分に動き得る。計算ケースとしては、先の計算と同様に、

①給砂量は平衡流砂量として、解析区間内に勾配の変化

点を設ける場合（Case2-1）、②平衡流砂量を給砂するが、

細粒分（最も小さい粒径階）については平衡流砂量の20%
多く供給する場合（Case2-2）の解析を行う。  
(3) 計算結果 

Caes2-1、Case2-2の計算結果について、粒度分布をそれ

ぞれ図-８、図-９に示す。各図の 「上流」、「下流」につ

いては図-５、図-６と同様である。図-８、図-９から、掃

流砂のほとんどは細粒分から構成されている。その違い

は図-５、図-６と比較すると顕著である。河床材料につい

ては、Case2-2 では上下流でかなり異なっている。Case2-
1についても、掃流砂のほとんどが細粒分から構成されて

いることから、全粒径が移動し得る条件下において、少な

くとも粗い粒径の土砂が下流にほとんど輸送されていな

いことは確認される。 

 
図-8 Case2-1の計算結果 

 
図-9  Case2-2の計算結果 
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(4) 掃流砂層厚の影響 

Case1-1、 1-2とCase2-1、 2-2の違いに関しては、掃流

砂量が𝜏𝜏∗の 5/2 乗に比例する式(6)を採用していることに

加え、粒度分布の評価において式(1)を掃流砂層厚として

採用している影響が考えられる。本計算で式(1)から計算

されるℎ𝑠𝑠は凡そ23mm程度であり、Case1-1、 Case1-2で
設定した100mmと比較すると小さい。そのことによって

河床材料粒度分布の変化が顕著に生じている可能性があ

る。 
その影響を見るため、Case1-2（平衡流砂量を給砂する

が、細粒分については平衡流砂量の 20%多くを給砂する

ケース）について、流砂量式は芦田・道上式 7)を用いて、

粒度分布の評価について式(1)を掃流砂層厚として採用し

た計算を行う（Case1-2’とする）。その結果について、図-

１０に示しているが、図-６と比較して大きくは異なって

いない。このことから、十分に平衡状態に至った段階では、

粒度分布に対する掃流砂層厚の影響は小さく、Case1-2と
Case2-2の違いは流砂量式の違いに起因していることが分

かる。 
(5) 流砂量式による流砂の伝播の特性 

式(7)によれば、粗い粒径の流砂量は細粒土砂に比べて

小さく、粗い土砂が細粒土砂の存在する区間に流入して

も、これらの土砂の下流への伝播は遅いはずであり、この

点について検討する。図-１１のように勾配変化点のない

一様な水路を想定し、上流端から一定の区間は粗い土砂

を含む「計算1」の分布を初期河床材料として与える。区

間の途中に河床材料が変化する地点を設定し、それより

も下流側では細粒土砂のみを初期河床材料として与える。

掃流砂層式の違いによって、図-１１の「0km」地点より

も下流側にどのように粗い土砂が輸送されるか、その違

いを見る。芦田・道上式 7)によるものをCase1-3、 江頭ら

の式 9)によるものをCase2-3とする。ただし、掃流砂層式

の違いによる差異に着目するために、掃流砂層厚につい

てはCase1-3、 Case2-3共に式(1)のℎ𝑠𝑠を用いる。 
図-12には、河床材料のうち最も大きい粒径階について、

その含有率が時間と共に縦断方向にどのように変化する

かについて示している。時刻 0 では、両ケース共に含有

率が0.15となっている。Case1-3では、粗い土砂と細かい

土砂の移動性が変わらないため、粗い土砂は下流にその

まま輸送される。その一方Case2-3では、粗い土砂が移動

しにくいために、粒度分布の変化点(0km地点)付近にこれ

らの土砂が滞留して含有率が増加し、あまり下流に移動

していないことが分かる。粗い土砂が下流に輸送されに

くい状況が、式(6)によって表現されている。  
(6) ウエストラプティ川の状況を想定した計算 

図-12 Case1-3, Case2-3について 
縦断方向最大粒径階含有率の時間的変化 

 

図-13 Case1-4, Case2-4の結果 

 
図-10 Case1-2’の計算結果 

 

図-11 Case1-3, Case2-3の思考実験 
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実際のウエストラプティ川は、図-２の「地点 2」に見

られるように勾配が変化する場所が存在し、また流域に

多くの土砂供給源が存在しているため、上流から多量の

細粒分が供給されている可能性がある。そこでここでは、

給砂量について、平衡流砂量を給砂し、細粒分（最も小さ

い粒径階）については平衡流砂量の 50%多く供給し、か

つ Case1-1 と同様の勾配変化点を初期河床に設定してい

る。この条件下でCase2-1,、Case2-2と同様に式(1)～(8)で
表される江頭らの連続体手法による掃流砂量式 9)及び竹

林による掃流砂層厚を用いた粒度分布の評価法 10)を導入

する。新しい方法による計算をCase2-4として，その比較

のためにCase1-1、Case1-2と同様に芦田・道上式 7)による

計算を行い、これをCase1-4とする。 
図-１３は、これらの計算結果について、ウエストラプ

ティ川における「地点1」及び「地点9」の粒度分布（図

-４参照）と比較したものである。既存の計算方法による

Case1-4では縦断分級を表現できていないのに対して、本

研究の手法を用いることで、全粒径階の粒径が移動し得

る条件であっても、Case2-4のように下流側の細粒化を再

現することができている。なお、紙面の都合上地点 2～8
の計算結果を掲載できないが、計算結果は地点 7 と 8 に

見られるような急激な変化というよりもむしろ上流から

下流に向かい徐々に変化している。 
 

５．結論 

河川の縦断分級現象を評価するために、ネパール国ウ

エストラプティ川を対象として土砂動態の一次元モデル

を構築した。既存の手法による河床変動計算を行った結

果、現地調査で明らかになったような顕著な分級はほと

んど再現できなかった。そこで、掃流砂層厚を江頭らの式

に基づいて決定し、無次元掃流力の5/2乗に比例する掃流

砂量式を導入した新たな手法を提案し、検討を行った。掃

流砂層厚は分級の進行の速度に影響を与えるものの、最

終的な分級結果に与える影響は限定的である。その一方、

無次元掃流力の 5/2 乗に比例する掃流砂量式を用いるこ

とで、水流の土砂輸送能力は粒径に反比例する形となる

ため、河床材料の細粒土砂の割合が増えるにつれ、粗い粒

径の土砂は輸送されにくくなる。この掃流砂量式を用い

ることによって、ウエストラプティ川で生じているよう

な顕著な縦断分級を評価できることが分かった。 
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2.1  洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 

2.1.3  リモートセンシング技術を用いた融雪期の水資源管理の高精度化に関する研究 

担当チーム：寒地水圏研究グループ（水環境保全チーム） 
研究担当者：村山雅昭、谷瀬敦、西原照雅 
 

【要旨】 
積雪寒冷地では、融雪水をダムに貯留して水需要を賄っている。一方で、融雪水は融雪出水や土砂災害の要因

となる。このことから、融雪が始まる直前の積雪ピーク期における積雪状況を正確に把握することは、水資源管

理及び防災の面で重要である。本研究では、冬期に立ち入りが困難である山間部のダム流域を対象に、航空レー

ザ測量等のリモートセンシング技術を用いて積雪を計測し、積雪深と地形との関係、積雪分布のパターンの類似

性について分析し、これらの結果からダム流域における積雪分布を簡易に精度良く推定する手法を開発した。 
キーワード：積雪深、航空レーザ測量、地形、類似性、高山帯 

 
 

1．積雪分布のパターンの類似性からダム流域の積雪分布

を簡易に推定する手法の検討 
1．1 はじめに 
積雪寒冷地においては、融雪水をダムに貯留して夏にか

けての水需要をまなかっている。加えて、融雪水は融雪出

水及び土砂災害の原因となる。このため、融雪期が始まる

前に山間部の積雪分布をできるだけ正確に把握すること

は、水資源管理及び融雪期における防災の両面で非常に重

要である。 
山間部の積雪分布に関しては、1970 年代頃から、調査

者が厳冬期に入山して行う積雪調査が日本全国で行われ

てきた。いくつかの例を挙げると、山田ら 1)は北海道大雪

山系の旭岳、松山 2)及び島村ら 3)は新潟県の巻機山におい

て積雪調査を行い、樹林帯においては標高の増加とともに

積雪深及び積雪相当水量が線形に増加することを報告し

ている。また、森林限界以上の高標高帯においては、積雪

深及び積雪相当水量と標高との間に樹林帯において見ら

れたような関係はなく、山田ら 1)は、高標高帯においては

強い風が高頻度で吹いているため、積雪の堆積と剥離及び

再堆積が活発に起こり、積雪は凹部では多く、凸部では少

なく、全体として地表面の凹凸を平坦化するように堆積す

ることを報告している。樹林帯における標高と積雪相当水

量との関係は、ダム管理の実務において、流域における春

先の積雪量を推定する際の標準的な手法 4)とされており、

現場への適用がなされている。しかし、積雪調査は厳冬期

に行われ、雪崩等の危険を伴うことから、調査可能な地点

は限られており、得られるデータには限界がある。 
近年、リモートセンシング技術が発達し、冬季に立ち入

りが困難な範囲についても、積雪分布を計測することが可

能となった。中でも、航空レーザ測量は三次元空間データ

を高密度にかつ高精度で得ることが可能な手法である。航

空レーザ測量による積雪分布の計測例として、花岡ら 5)が

富山県立山、鈴木ら 6)が長野県上高地、西原ら 7)、 8)が北海

道大雪山系の旭岳において計測を行い、積雪深と地形との

関係を分析した例が挙げられる。西原ら 7)、 8)は、同一範囲

を対象として2回（2012年3月及び2015年3月）実施し

た計測結果を基に、過去に積雪調査により解明した積雪分

布の特徴を検証するとともに、森林限界以上の高標高帯に

おいては、地表面の凹凸を表現するパラメタである地上開

度の増加とともに積雪深が線形に減少すること、強風時に

積雪が移動して再堆積する影響により、地上開度が同じ場

合でも風衝斜面と比較して風背斜面の積雪深が大きいこ

とを報告している。さらに、計測年が異なる積雪分布の間

に類似したパターンが見られたことを報告している。 
これまで、同一範囲を対象とした複数回の航空レーザ測

量による積雪分布の計測例が無かったため、積雪分布のパ

ターンの類似性に着目した研究例は無いが、パターンの類

似性を活用することにより、簡易に積雪分布を推定できる

可能性がある。そこで本研究では、航空レーザ測量により

計測した積雪分布のパターンを分析し、この結果を用いて

積雪分布を推定する手法の検討を行った。具体的には、2
回の航空レーザ測量により計測された積雪分布から、対象

範囲の積雪分布を支配している基礎的な成分を抽出し、こ

の基礎的な成分を用いて航空レーザ測量範囲の積雪分布

を再現すること、航空レーザ測量範囲における基礎的な成

分から、ダム流域を対象とした基礎的な成分を作成し、こ 
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れよりダム流域における積雪分布を推定してその推定精

度を検証することである。 
 

1．2 対象流域及び基礎資料 
対象流域は図-1.1 に示す忠別ダム流域である。忠別ダ

ムは、石狩川水系忠別川流域の上流部に位置し、流域面積

は239km2、流域の標高帯は400m～2300m付近である。図

-1.1には、自然環境保全基礎調査の結果を用いて10分類

した植生を示している。図中の白線は標高 1400m の等高

線であるが、標高 1400m 付近を境に主たる植生が森林か

ら草地やササといった森林以外に変化する。流域面積の約

6割が森林、約4割が森林以外である。 

次に、分析に使用した資料を示す。航空レーザ測量は図

-1.1 の赤枠で示す範囲で実施した。測量範囲の面積は

10km2、標高帯は1100m～2300m付近の主に西向きの斜面

である。測量範囲の植生は標高 1450m 付近を境に森林と

森林以外に分かれ、標高 1450m以上の範囲では、98 %が

森林以外である。航空レーザ測量は、無積雪期の 2009 年

9月22日～25日、積雪期の2012年3月10日及び2015年

3 月 27 日に実施し、積雪深は積雪期及び無積雪期の二時

期の標高差として求めた。データの水平解像度は5mであ

る。測量に使用した機器の計測精度を基に算出した積雪深

の計測精度は±30cmである。 

忠別ダム流域における積雪分布の推定にあたっては、地

形情報として水平解像度が 10m である基盤地図情報の数

値標高モデル及び毎年行われている積雪調査の結果を用

いた。また、水収支はダム管理所において連続観測されて

いる気象・水文データを用いて計算した。 

 
1．3 積雪分布の類似性及び基礎的な成分の抽出 
航空レーザ測量を用いて 2012 年及び 2015 年に計測し

た積雪分布を図-1.2に示す 8)。図中の赤線は森林限界であ

り、赤線の左側が樹林帯、右側が森林限界以上の高標高帯

である。両年の図を概観すると、樹林帯と高標高帯の積雪

分布が異なること、樹林帯においてはほとんどが暗色であ

ることから積雪深が小さく、狭い範囲に分布しているのに

対し、高標高帯においては明暗が明瞭であることから積雪

深が幅広く分布し、尾根に沿って積雪の少ない箇所、谷に

沿って積雪の多い箇所が分布していることといった両年

の積雪分布に同様のパターンが見られる 8)。また、西原ら
7)、 8)は図-1.2のデータを用いて標高と積雪深との関係、地

表面の地上開度 9)と高標高帯における積雪深との関係、斜

面方位別の積雪深等の分析を行っているが、両年の傾向が

概ね一致したことを報告している。 

以上のように同一範囲における積雪分布に類似性が見

られる要因として、両年の積雪分布に共通する1つの基礎

的な成分があり、この基礎的な成分に対して各年の降雪量

等を反映した成分が作用して、各年の積雪分布が決まって

いることが考えられる。本稿では、簡単のため、各年の全

メッシュの積雪深を定数で除した場合に、両年に共通する

基礎的な成分が抽出できると考え、試行錯誤の上、後述す

るRMSEが最小となった、航空レーザ測量を実施した範囲

における各年の積雪の総量を、各年の全メッシュの積雪深

を除す定数とした。ここで、積雪の総量は各メッシュの積

雪深にメッシュの面積 (25m2) を乗じて航空レーザ測量

範囲にわたり合算したものであり、2012年は2.12590×107 
m3、2015年は2.70945×107 m3である。ただし、数mであ

る積雪深に対して、扱いやすい桁数の結果を得るために、

2012 年は 2.12590、2015 年は 2.70945（以降、これらの定

数を「積雪倍率」をいう）で除した。以降、全メッシュの

積雪深を積雪倍率で除した分布を「積雪基礎ラスタ」、積

雪基礎ラスタの各メッシュの値を「積雪基礎ラスタ値」と

いう。なお、上記の方法により求めた積雪基礎ラスタ値は

 

図-1.2  計測された積雪分布 8) 

 

図-1.1  対象ダム流域（忠別ダム流域） 

航空レーザ 
測量範囲 

● 積雪調査地点 
■ ダム管理所 

積雪深 (m)

高 : 17

低 : 0

2012年 

2015年 
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次元を持つが、本稿では、積雪基礎ラスタ値に積雪倍率を

乗じるといった、簡易に積雪分布を推定する手法の検討を

重視し、各パラメタの次元については追求しない。 

2012年及び2015年のデータより抽出した積雪基礎ラス

タの類似性は、積雪基礎ラスタ値の総量の相対差及び積雪

基礎ラスタ値の対象範囲における RMSE を用いて評価し

た。はじめに、積雪基礎ラスタ値の総量の相対差は航空

レーザ測量範囲全体で-8.02×10-7 であり、樹林帯及び高標

高帯における総量の相対差はそれぞれ 1.59×10-2、1.22×10-

2 であった。次に、RMSE は航空レーザ測量範囲全体で

0.331であり、樹林帯及び高標高帯におけるRMSEはそれ

ぞれ0.183、0.407であった。樹林帯と比較して高標高帯に

おいて積雪基礎ラスタの一致度が若干低い。試みに 2015
年のデータから作成した全積雪基礎ラスタ値に 0.01 から

0.01 きざみに 2.00 まで増加させた値を乗じ、RMSE が最

少となる値を求めると 0.99 であった。以上より、積雪倍

率を用いることにより、両年に共通する1つの積雪基礎ラ

スタを概ね抽出できたと考えられる。 

 
1．4 積雪基礎ラスタを用いた積雪分布の推定 

3節では積雪基礎ラスタの抽出を試みた。高標高帯にお

いて積雪基礎ラスタの一致度が低いといった課題が残る

ものの、本節ではこのような簡易な方法で抽出した積雪基

礎ラスタを用いて、どの程度の精度で積雪分布の推定が可

能であるかを検討する。 

はじめに、他年の積雪基礎ラスタを用いた積雪分布の再

現である。2015 年の積雪分布の再現を例にすると、2012
年の航空レーザ測量結果から作成した積雪基礎ラスタに

2015年の積雪倍率を乗じて2015年の積雪分布を再現する

ことであり、2012 年の積雪分布を再現する場合は両年の

データを入れ替えた手順となる。航空レーザ測量により計

測された積雪深を真値として求めた、各年の積雪深の推定

値の総量の相対誤差及びRMSEを表-1.1及び表-1.2にそ

れぞれ示す。積雪の総量が非常に高い精度で再現されてい

る。各メッシュの相対誤差を見ると、樹林帯においては両

年の平均で 79%のメッシュが相対誤差±20%以内であった

のに対し、高標高帯では 39%のメッシュが相対誤差±20%
以内であった。 

ここまで、水平解像度が5mのデータを用いて積雪基礎

ラスタの抽出及び積雪分布の推定を行ったが、融雪・流出

モデルに適用されるメッシュの大きさは 1km 程度が多い

こと、水平解像度を小さくすることにより正負の誤差が打

ち消され、積雪深の推定誤差を小さくすることが期待され

ることから、水平解像度を小さくした場合の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ち消され、積雪深の推定誤差を小さくすることが期待され

ることから、水平解像度を小さくした場合の検討を行った。

水平解像度を小さくする際、対象とする水平解像度の各

メッシュに含まれる 5m メッシュの積雪深の平均値を各

メッシュの積雪深とした。また、メッシュの境界線が航空

レーザ測量範囲に一致するよう、水平解像度は10m、20m、

50m、100m、200m、500m、1000mとした。このため、水

平解像度を小さくした場合でも積雪の総量（積雪倍率）は

変化しない。これまでと同様に、各解像度の航空レーザ測

量により得られた積雪分布を積雪倍率で除して積雪基礎

ラスタを作成し、積雪基礎ラスタに他年の積雪倍率を乗じ

て他年の積雪分布を再現した。前述のとおり、解像度を小

さくしても積雪の総量は変化しないことから、積雪の総量

の推定精度は変化しない。水平解像度別に、航空レーザ測

量結果を真値とし、推定した積雪分布の RMSE を求めた

結果を表-1.3 に示す。水平解像度を小さくすると積雪深

の局所的な変動が平均化されるため、水平解像度を小さく

するに伴い、RMSEが小さくなったと考えられる。融雪・

流出モデルに適用する積雪分布を推定する際は、水平解像

度を小さくし、簡易に積雪分布を推定することが可能であ

ると考えられる。 

 
1．5ダム流域における積雪分布の推定手法の検討 

4節までは、航空レーザ測量を実施した範囲を対象に積

雪分布の推定手法を検討した。同手法をそのままダム流域

表-1.3 水平解像度と推定した積雪深のRMSEの関係 

水平解像度 2012 2015 

10m 0.667 0.850 

20m 0.613 0.782 

50m 0.503 0.641 

100m 0.409 0.521 

200m 0.313 0.399 

500m 0.183 0.233 

1000m 0.124 0.158 

 

表-1.1 推定した積雪の総量の相対誤差 

 全体 樹林帯 高標高帯 
2012 -8.02×10-7 1.59×10-2 -1.22×10-2 

2015 8.12×10-7 -1.57×10-2 1.24×10-2 

 
表-1.2推定した積雪深のRMSE 

 全体 樹林帯 高標高帯 
2012 0.705 0.389 0.865 

2015 0.899 0.496 1.102 

 



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

 4 

に適用する場合、流域全域の積雪分布を複数回にわたり航

空レーザ測量により計測し、積雪基礎ラスタを作成する必

要があるが、コストが高く現実的ではない。そこで、航空

レーザ測量を行った忠別ダム流域を対象に、流域内の一部

において行われた航空レーザ測量の結果からダム流域の

積雪基礎ラスタを作成する方法を検討する。 

既往研究によると、樹林帯における積雪深は標高との間

に線形の関係があること、森林限界以上の高標高帯におけ

る積雪深は地上開度との間に線形の関係があることが報

告されている 8)。4 節までに作成した積雪基礎ラスタは、

積雪深を定数で除しただけであり、得られた積雪基礎ラス

タ値と標高及び地上開度との間には線形の関係が保持さ

れている。また、ある地域全体の積雪分布を把握する方法

の一つに、代表的な地点の積雪深と標高との間の関係式を

作成し、この関係式から求めた標高帯別の積雪深にその標

高帯の面積を乗じて、流域面積について合算する方法があ

る 10)。この方法は、標高を地上開度に置き換えても適用可

能である。そこで、2012年及び2015年の両年の積雪基礎

ラスタ値を用い、樹林帯については積雪基礎ラスタ値と標

高、高標高帯については積雪基礎ラスタ値と地上開度との

関係からそれぞれ線形式を作成し、ダム流域を樹林帯及び

高標高帯に分け、これらの式を適用することとした。 

はじめに、線形式の作成であるが、データ数が多いため、

全メッシュのデータを図にプロットすると傾向を捉える

ことが困難である。そこで、データを標高 25m のような

区間に区切り、この区間に含まれる平均値を用いて、標高

及び地上開度と積雪基礎ラスタ値との関係式を作成する

こととした 8)。また、4 節において示した通り、水平解像

度を小さくすると、積雪分布の推定誤差が小さくなること

が期待されること、積雪分布を簡易に推定できるようにな

ることから、水平解像度を小さくした複数のケースの線形

式を併せて作成する。なお、水平解像度を小さくするとサ

ンプル数が少なくなるため、水平解像度を小さくするに伴

い、区分する幅を大きくしている。また、サンプル数が少

なく、線形式の作成が困難になったため、水平解像度は

200mを上限とした。図-1.3に樹林帯における標高と積雪

基礎ラスタ値との関係、図-1.4 に高標高帯における地上

開度と積雪基礎ラスタ値との関係をそれぞれ示す。図には、

水平解像度を変化させた 6 ケースの結果をプロットして

いる。樹林帯においては、標高と積雪基礎ラスタ値の間に

線形の関係があること、高標高帯においては地上開度と積

雪基礎ラスタ値の間に線形の関係があることが確認でき

る。さらに、水平解像度を変化させた場合でも、ほぼ同一

の線形式を作成することが可能であることがわかる。しか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し図-1.4 を見ると、水平解像度を小さくするにともない

地形の凹凸が平滑化されるため、地上開度のとり得る範囲

が狭くなる。例えば、水平解像度を200mとした場合、地

上開度がとり得る範囲は概ね 80°～90°となっており、地

上開度が80°以下の範囲において、低解像度のデータから

作成した線形式と高解像度のデータから作成した線形式

の間に差が出る可能性がある。例として図-1.5 に水平解

像度を100mとした場合の積雪基礎ラスタを示す。図中の

赤線は森林限界であるが、ここを境に樹林帯及び高標高帯

において異なる作成方法を適用したため、積雪基礎ラスタ

値の分布が大きく異なる。各解像度の積雪基礎ラスタに各

年の積雪倍率を乗じて航空レーザ測量を実施した範囲に

おける積雪分布を推定し、航空レーザ測量の結果を真値と

して、推定した積雪分布の総量の相対誤差及び RMSE を

算出した結果を表-1.4 に示す。水平解像度を小さくする

に伴い、総量の相対誤差、RMSEともに小さくなっており、

総量の相対誤差は数%である。このことから、図-1.3 及

び図-1.4 から作成した線形式を用いて積雪基礎ラスタを

作成した場合にも積雪分布を精度良く推定できることが

確認された。 

   

図-1.5 線形式から作成した積雪基礎ラスタ 

（                  

 

図-1.3 標高と積雪基礎ラスタ値の関係（樹林帯） 
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図-1.4 地上開度と積雪基礎ラスタ値の関係（高標高帯） 
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 次に、航空レーザ測量範囲において作成した線形式を用

いて、ダム流域を対象に積雪基礎ラスタを作成する。なお、

水平解像度は、基盤地図情報の数値標高モデルと同一の

10m 及び図-1.3及び 4から低解像度のデータを用いた場

合とほぼ同等のラスタが得られると考えられた100mの2
ケースとした。なお、ダム流域のうち標高 400m～1050m
付近は航空レーザ測量範囲に含まれていないが、この標高

帯は樹林帯であるため、図-1.3 から作成した線形式を適

用した。例として、水平解像度を100mとした場合の積雪

基礎ラスタを図-1.6に示す。図-1.5に示した積雪基礎ラ

スタと同様に、赤線で示した森林限界を境に分布の傾向が

異なり、高標高帯においては尾根及び谷が確認できる。こ

の積雪基礎ラスタに各年の積雪倍率を乗じればダム流域

の積雪分布を推定することができるが、テレメータにより

積雪深を連続観測している地点等の観測値を積雪倍率と

して適用できれば、実務にとって有用である。忠別ダム流

域においては、ダム管理所地点において積雪深が連続観測

されており、毎年3月に19地点において積雪調査が行わ

れている。2012年及び2015年の観測値を概観すると、積

雪調査地点No.8の観測値は、2012年に2.31m、2015年に

2.78mであり、航空レーザ測から得られた積雪倍率に近い

値が得られている。そこで、積雪調査地点 No.8 の観測値

を積雪倍率とし、2008年～2015年の積雪分布を推定した。

推定した積雪分布は、この分布からダム流域全体における 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積雪相当水量の総量（積雪包蔵水量）を求め、水収支と比

較することにより評価する。積雪相当水量を計算するには

積雪密度が必要になるが、国内各地で行われた積雪調査結

果から、積雪密度は観測時期が同じであれば標高に関わら

ずほぼ一定値となる（例えば小池ら 11））ことが示されてい

るため、ダム管理所が実施した積雪調査から、森林内に位

置する 11 地点の平均値を用いた。水収支はダム流入量か

ら降水量を除き、Hamon 法による可能蒸発散量を加える

ことにより求め、期間は積雪調査の翌日から同年の 6 月

30日までとした。詳細は、ガイドライン 4)を参照されたい。

結果を図-1.7 に示す。図には、積雪調査の結果を基に標

高をパラメタとする手法を用いてダム管理所が推定した

値、2012年及び2015年については航空レーザ測量結果か

ら得られた積雪倍率を用いて推定した値を併せて示す。図

中の斜線は水収支を真値とした場合に相対誤差が 10%で

ある範囲を示している。図より、水平解像度を変化させて

も積雪包蔵水量の推定値はほとんど変化していない。また、

水収支と比較すると、積雪基礎ラスタに積雪調査地点

No.8 の観測値を積雪倍率として推定した値は、ダム管理

所が推定した値と比較してほぼ同等もしく高い精度と

なっている。積雪基礎ラスタの抽出方法及び積雪倍率の設

定方法に検討の余地はあるが、本手法により、簡易にかつ

低コストで精度良く積雪分布を推定することができる可

能性があることが示された。 

 
1．6 定山渓ダムへの適用 
1．6．1 流域の概要と使用データ 
定山渓ダム流域の概要を図-1.8 に示す。定山渓ダム流

域は豊平川流域の上流部に位置し、流域面積は 104km2、

流域の標高帯は概ね300m～1300mである。 

 図-1.8 には、環境省による自然環境保全基礎調査の結

果を用いて9分類した植生を示したが、流域の多くが森林

である。しかし、図中の丸で囲んだ範囲のように、標高が 

表-1.4 水平解像度とRMSEの関係 

水平 

解像度 

総量の相対誤差 RMSE 

2012 2015 2012 2015 

5m 0.061  0.061  1.345  1.487  

10m 0.032  0.032  1.397  1.493  

20m 0.020  0.020  1.189  1.326  

50m 0.013  0.013  1.010  1.123  

100m -0.012  -0.012  0.835  0.904  

200m -0.026  -0.047  0.741  0.695  

 

  

図-1.6 線形式から作成したダム流域の基礎ラスタ 

 

図-1.7 ダム流域の積雪包蔵水量と水収支 
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高く、尾根に近い範囲においては、草地やササといった森

林以外の植生が主たる植生となっている。 

 流域内における積雪深の観測は、テレメータによる連続

観測及び毎年 3 月に行われる積雪調査により実施されて

いる。このうちテレメータによる観測は、図-1.8 の黒丸

で示した 2 地点において行われ、積雪調査は図-1.8 のオ

レンジ丸で示した 2 コース計 8 地点において行われてい

る。いずれの地点も樹林帯に位置し、標高は概ね400mか

ら850mである。流域の積雪分布の推定の際に必要である

地形データは、国土地理院が公開している基盤地図情報数

値標高モデル（水平解像度10m）を用いて求めた。また、

積雪分布の推定、水収支の計算及びダム流入量の計算には、

ダム管理所において観測されている気象・水文データ及び

積雪調査の結果を用いた。 

1．6．2  積雪分布を推定する手法の概要 
定山渓ダム流域においては、複数回の航空レーザ測量に

よる積雪分布の計測が行われていないことから、北海道大

雪山系の旭岳において行われた航空レーザ測量結果から

作成された線形式（図-1.3 及び図-1.4）をそのまま定山

渓ダム流域に適用する。また、水平解像度を変化させても

積雪分布の推定精度がほとんど変化しないことから、積雪

基礎ラスタの水平解像度は100mとする。線形式は樹林帯 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

及び高標高帯に分けて適用する必要があることから、図-

1.8 に示した植生分布を用いてダム流域を樹林帯及び高

標高帯の 2 つに区分する。区分する方法は 1.6.3 に示す。

樹林帯においては基盤地図情報数値標高モデルから求め

た地表面の標高、高標高帯においては同モデルから求めた

地上開度を用い、前述した線形式からダム流域の積雪基礎

ラスタを作成する。積雪倍率を計算する地点は4地点選定

し、これらを用いて求めた積雪分布の推定精度を6節にお

いて評価する。 

1．6．3  ダム流域を樹林帯と高標高帯に区分する方法 
 図-1.8 に示した定山渓ダム流域の植生分布を概観する

と、ある標高により明瞭に樹林帯及び高標高帯に区分され

るような特徴を有していない。積雪分布の特徴は、樹林帯

と高標高帯において異なるが、局所的な植生の変化に対応

して積雪分布の特徴が変化するとは考えにくく、ある程度

まとまった範囲を対象として樹林帯及び高標高帯を区分

すれば良いと考えられる。また、融雪・流出モデルに用い

られるメッシュの大きさは数100mから1km程度である。

これらを踏まえ、ダム流域を樹林帯と高標高帯に区分する

際に使用するメッシュの水平解像度は 500m とした。図-

1.8 に示した植生分布から各メッシュに占める各植生の

面積の割合を計算し、最も面積が多い植生の属性を基に、

樹林帯と高標高帯に区分した。具体的には、最も面積が多

い植生が低木、草地及びササの場合は高標高帯、これら以

外の場合は樹林帯に区分した。なお、同手法により区分し 

 

図-1.8 定山渓ダム流域と積雪深観測地点 

 

図-1.9 樹林帯と高標高帯に区分後のダム流域 

（目視による区分後） 

樹林帯 
高標高帯 

春香山 

春香山 
コース 

白井岳 
コース 

● 積雪調査地点 
● 積雪深連続観測地点 

ダム管理所 
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た結果、最も面積の多い植生が解放水域もしくはその他と

なったメッシュや広範囲の樹林帯の中に 1 メッシュだけ

高標高帯に区分されたメッシュがあった。このため、最終

的には目視による確認を行い、例えば、周辺のメッシュが

すべて樹林帯に区分されている中に、最も面積の多い植生

がその他であるメッシュや高標高帯に区分されたメッ

シュがある場合、当該メッシュは樹林帯に区分した。 

 図-1.9 に定山渓ダム流域を樹林帯及び高標高帯に区分

した図を示す。これは、目視による確認後の図である。図

を見ると、流域の大部分は樹林帯に区分され、図-1.8 の

丸で示した標高が高く、尾根に近い範囲において高標高帯

に区分されたメッシュがある。 
1．6．4  積雪分布の推定方法 
 忠別ダム流域における積雪分布を推定する際に積雪倍

率を求めることとした地点は、標高約 1100m の樹林帯に

位置しており、毎年3月の積雪深が2mを超える地点であ

る。また、積雪倍率を求める地点は、テレメータにより積

雪深を観測している地点のように、継続して観測が行われ

ている地点や、冬季における立ち入りが容易である地点と

することが望ましい。そこで、定山渓ダム流域において積

雪深を観測している地点から、テレメータにより積雪深を

観測している2地点（ダム管理所地点：標高393m、春香

山地点：標高568m）、積雪調査が行われている2コースそ

れぞれの最も標高が高い地点（白井岳コース No.5：標高

700m、春香山コースNo.9：標高850m）の計4地点を、積

雪倍率を計算する地点に選定した。なお、積雪調査は毎年

3月に1回行われているのみであることから、積雪倍率を

求める地点をテレメータにより積雪深を連続観測してい

る地点とする場合を含め、積雪調査が行われた日の積雪分

布を求める。 

 1.6.3節及び1.6.4節に示した方法により作成した定山渓

ダムの積雪基礎ラスタを図-1.10に示す。図-1.9の区分に

従い流域を樹林帯及び高標高帯に区分したため、それぞれ

の区域において積雪基礎ラスタの特徴が異なる。積雪倍率

を計算する 4 地点の積雪基礎ラスタ値を表-1.1 に示す。

すべての地点が樹林帯に位置しているため、標高が高い地

点ほど積雪基礎ラスタ値の値は大きくなっている。各地点

の積雪調査日における積雪深を表-1.5 に示した積雪基礎

ラスタ値で除すことにより、積雪倍率が得られる。この積

雪倍率を図-1.10 に示した積雪基礎ラスタの全メッシュ

の値に乗じることにより、流域の積雪分布が求まる。 

1．6．5  推定した積雪分布の評価 
はじめに、6.4.において設定した各地点を、積雪倍率を

求める地点として設定し、その他3地点における積雪深を

求め、その推定精度を評価する。対象日は1997年から2016
年までの20年間の積雪調査日である。表-1.6に結果を示

す。表中の相対誤差は積雪深の観測値を真値として積雪基

礎ラスタから推定した積雪深の相対誤差を求め、その絶対

値を 20 年間で平均したもの、RMSE は 20 年間の RMSE
である。表を見ると、積雪倍率を計算する地点を白井岳

No.5 もしくは春香山 No.9 とした場合に相対誤差及び

RMSE が小さく、他の 3 地点における積雪深の推定精度

が高い。また、積雪倍率を求める地点としてダム管理所を

選定した場合も、前述した 2 地点と比較して若干劣るが、

比較的高い精度で他の 3 地点における積雪深を推定して

いる。 

次に、各地点を、積雪倍率を求める地点として設定して

推定した積雪分布を用いてダム流域における積雪包蔵水

量（ダム流域全体における積雪相当水量の合計値）を求め、

その推定精度を評価する。対象期間は1997年から2016年
までの 20 融雪期である。積雪包蔵水量は推定した積雪分

布の各メッシュの積雪深に積雪密度を乗じて各メッシュ

の積雪相当水量を求め、ダム流域全体にわたって合算して 

 

図-1.10 定山渓ダムの積雪基礎ラスタ 

（水平解像度100m） 

表-1.5 積雪深観測地点の積雪基礎ラスタ値 

ダム管理所テレ 春香山テレ 

0.371 0.501 

春香山No.9 白井岳No.5 

0.721 0.619 
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求めた。なお、積雪密度に関しては、国内各地で行われた

積雪調査結果から、観測時期が同じであれば標高に関わら

ず積雪密度はほぼ一定値となる（例えば小池ら 11））ことが

示されている。定山渓ダム流域において1997年から2016
年までの 20 年間に行われた積雪調査の全結果を確認した

ところ、積雪調査日における積雪密度は概ね300 kg/m3か

ら450kg/m3の間に分布していた。各年では、8地点の積雪

密度の平均値は概ね 320 kg/m3 から 430kg/m3 の間に分布

し、標準偏差は概ね7kg/m3から24kg/m3の間に分布してい

た。8 地点の積雪密度の標準偏差は平均値と比較して数%

であることから、定山渓ダム流域においても、標高に関わ

らず積雪密度がほぼ一定値となっていると考え、積雪密度

は対象とした年に行われた積雪調査の結果から 8 地点の

平均値とした。 

推定した積雪包蔵水量は、ダム管理所において観測して

いる気象・水文データより求めた水収支を真値として評価

する。水収支はダム流入量から降水量を除き、Hamon法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
による可能蒸発散量を加えることにより求めた。各年の計 
算期間は積雪調査の翌日から6 月 30日までとした。詳細

はガイドライン 4)を参照されたい。図-1.11に水収支と推

定された積雪包蔵水量をプロットした図を示す。比較のた

め、ダム管理所が積雪調査の結果から標高と積雪相当水量

の直線の関係を用いて推定した積雪包蔵水量を併せて示 

表-1.6 積雪深の推定精度 

積雪倍率：ダム管理所テレ 

 相対誤差 RMSE (m) 

春香山テレ 0.216  0.618  

春香山No.9 0.106  0.411  

白井岳No.5 0.144  0.512  

平均 0.156  0.514  

積雪倍率：春香山テレ 

 相対誤差 RMSE (m) 

ダム管理所テレ 0.288  0.457  

春香山No.9 0.214  0.781  

白井岳No.5 0.122  0.470  

平均 0.208  0.569  

積雪倍率：白井岳No.5 
 相対誤差 RMSE (m) 

ダム管理所テレ 0.185  0.307  

春香山 0.103  0.381  

春香山No.9 0.106  0.374  

平均 0.131  0.354  

積雪倍率：春香山No.9 
 相対誤差 RMSE (m) 

ダム管理所テレ 0.125  0.211  

春香山 0.170  0.542  

白井岳No.5 0.093  0.321  

平均 0.129  0.358  

 

 

図-1.11 積雪包蔵水量の推定値と水収支との比較 
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＋ ダム管理 

◆ 積雪倍率 
  （春香山テレ） 
＋ ダム管理 

◆ 積雪倍率 
  （白井岳No.5） 
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◆ 積雪倍率 
  （春香山No.9） 
＋ ダム管理 
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す。図中の点線は水収支に対して相対誤差が 20%以内の

範囲を示している。表-1.7には20融雪期を対象とした積

雪包蔵水量の推定値の RMSE を示した。これらの図表を

概観すると、積雪倍率を計算する地点を春香山 No.9 とし

た場合に積雪包蔵水量の推定精度が最も良く、次いで積雪

倍率の計算地点を白井岳 No.5 もしくはダム管理所とした

場合に積雪包蔵水量の推定精度が良い。図-1.11を見ると、

積雪倍率を計算する地点をダム管理所とした場合に積雪

包蔵水量を過小推定している年が散見され、積雪倍率を計

算する地点を白井岳 No.5 とした場合に積雪包蔵水量を過

大推定している年が散見されるが、このことが積雪倍率を

計算する地点を春香山 No.9 とした場合との精度の差の要

因と考えられる。積雪倍率を計算する地点を春香山 No.9
とした場合、20 融雪期の積雪包蔵水量の推定値は、水収

支と比較して相対誤差が概ね 20%以内となっている。ダ

ム管理所が推定した積雪包蔵水量の精度と比較すると、積

雪倍率の計算地点を白井岳 No.5 もしくはダム管理所とし

た場合に精度が同程度であり、積雪倍率の計算地点を春香

山No.9とした場合に精度が良くなっている。 

 最後に、各地点を、積雪倍率を求める地点として設定し

て推定した積雪調査日における積雪分布を初期値として

融雪・流出モデルに入力し、ダム流入量を求め、その精度

を評価する。使用した融雪・流出モデルは、臼谷ら 12)が開

発したモデルである。融雪・流出モデルにおいては、ダム

流域を 1km メッシュに分割し、メッシュ毎に標高が与え

られ、融雪量が計算される。このため、春先に気温が高く

なるのが早い標高の低い範囲から、気温が高くなるのが遅

い標高の高い範囲に向かって融雪が進行し、消雪となる過

程が反映されることから、積雪分布の推定精度が高いほど

ダム流入量が精度良く計算される傾向があると考えられ

る。積雪密度は、積雪包蔵水量を推定した際と同様に、対

象とした年に行われた積雪調査の結果から 8 地点の平均

値とした。対象とした期間は、計算に必要なデータが電子

化されている2003年から2016年の 14融雪期とした。結

果を表-1.8に示す。表中の「Nash」はNash-Sutcliffe指標、  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「Ev」は流出ボリューム誤差 12)である。流出ボリューム誤

差は、ダム流入量の総量の相対誤差を表す指標であり、計

算された総流入量が観測値された総流入量と比較して過

大の場合に負、過小の場合に正となる。両指標は積雪調査

表-1.7 積雪包蔵水量の推定値のRMSE (106m3) 

ダム管理所テレ 春香山テレ 

15.580  31.530  

春香山No.9 白井岳No.5 

9.458  17.399 

ダム管理 
 

15.207  

 

表-1.8 ダム流入量の計算精度 

  
ダム管理所テレ 春香山テレ 

Nash Ev Nash Ev 

2003 0.862  -0.035  0.679  -0.200  

2004 0.721  0.133  0.514  -0.011  

2005 0.702  0.149  0.828  -0.023  

2006 0.940  0.061  0.855  -0.128  

2007 0.883  -0.037  0.851  -0.264  

2008 0.461  -0.271  0.071  -0.526  

2009 0.865  -0.162  0.487  -0.424  

2010 0.871  -0.154  0.632  -0.349  

2011 0.807  -0.097  0.720  -0.333  

2012 0.896  -0.139  0.870  -0.192  

2013 0.864  -0.121  0.600  -0.308  

2014 0.757  -0.295  0.436  -0.488  

2015 0.800  -0.132  0.552  -0.306  

2016 0.704  -0.286  0.389  -0.427  

平均 0.795  0.148  0.606  0.284  

標準偏差 0.126 0.146 0.231 0.164 

  
白井岳No.5 春香山No.9 

Nash Ev Nash Ev 

2003 0.735  -0.162  0.856  -0.049  

2004 0.649  0.073  0.751  0.188  

2005 0.791  0.088  0.727  0.135  

2006 0.905  -0.062  0.931  -0.010  

2007 0.795  -0.316  0.861  -0.252  

2008 0.136  -0.501  0.349  -0.390  

2009 0.695  -0.321  0.850  -0.190  

2010 0.725  -0.289  0.708  -0.301  

2011 0.780  -0.280  0.758  -0.300  

2012 0.900  -0.132  0.912  -0.097  

2013 0.851  -0.143  0.878  -0.094  

2014 0.813  -0.225  0.795  -0.255  

2015 0.574  -0.294  0.740  -0.190  

2016 0.778  -0.237  0.767  -0.246  

平均 0.723  0.223  0.777  0.192  

標準偏差 0.200 0.165 0.146 0.173 
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日の翌日からモデル計算における消雪日までを計算期間

とした。また、流出ボリューム誤差の平均は、各年の値の

絶対値の平均である。表を見ると、積雪倍率を計算する地

点をダム管理所とした場合にダム流入量の計算精度が最

も良く、次いで積雪倍率の計算地点を春香山 No.9 とした

場合が続く。Nash-Sutcliffe指標は0.8を超えていれば精度

が高いと判定される指標であるが、この2地点を積雪倍率

の計算地点とした場合は、2008 年を除きNash-Sutcliffe 指
標が 0.7 を超えていること、標準偏差が小さいことから、

毎年安定して精度良くダム流入量が計算されている。 

 以上、北海道大雪山系の旭岳において行った航空レーザ

測量の結果を基に、定山渓ダム流域の積雪基礎ラスタを作

成し、複数の積雪倍率を計算する地点を設定し、推定した

積雪分布の精度を評価したところ、積雪倍率を計算する地

点を春香山 No.9 もしくはダム管理所地点とした場合に、

積雪分布を精度良く推定できることがわかった。試行錯誤

が必要な点はあるが、対象とするダム流域において航空

レーザ測量により積雪分布を計測しなくても西原らの方

法 9)を適用できる可能性があることが示された。ダム流域

のような山間部を対象とした場合、地形が変化することは

ほとんどないと考えられることから、積雪基礎ラスタは長

期にわたって使用が可能であると考えられる。また、定山

渓ダム流域においては、積雪倍率を計算する地点をダム管

理所とした場合にも比較的精度良く積雪分布を推定する

ことができるが、この場合、積雪調査を実施する必要が無

い。積雪密度は流域内においてほぼ一定値と考えて良いこ

とから、アプローチが容易な安全な箇所において計測を行

えば良い。本手法の適用により、多大な労力と危険を伴う

作業を回避した上で、簡易に低コストで精度良く積雪分布

を推定できる可能性がある。 

 なお、北海道大雪山系の旭岳において実施した航空レー

ザ測量は、3月下旬の積雪深が概ねピークの時期に実施し

たことから、本手法はピークの時期の積雪分布を推定する

際に適用するものと考えている。積雪倍率を計算する地点

を、テレメータにより積雪深を連続観測している地点とす

れば、本手法により融雪期における積雪分布の変化を簡易

に追跡できる可能性があるが、これは今後の課題である。 

 

1．7．まとめ 
航空レーザ測量により計測された 2 カ年の積雪分布の

類似性に着目し、ダム流域における積雪分布の推定方法を

検討した。結果、複数年の積雪分布から共通する積雪基礎

ラスタを抽出し、これに積雪を観測している地点の積雪深

を積雪倍率として乗じることにより、積雪分布を精度良く

推定できることを示した。本手法を札幌市近郊の定山渓ダ

ムに適用し、積雪分布の推定精度を評価したところ、多大

な労力と危険を伴う積雪調査を行わずに、簡易に低コスト

で精度良く積雪分布を推定できる可能性があることがわ

かった。 
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2．風衝斜面及び風背斜面における積雪分布の特徴の解明 

2．1  はじめに 
積雪寒冷地においては融雪水をダムに貯留して夏にか

けての水需要をまかなう等、水資源を融雪水に依存してい

る。一方、融雪水は融雪出水や土砂災害の要因となる。こ

のことから、融雪が始まる直前の積雪ピーク期までに山間

部に蓄積された積雪分布を正確に把握することは、水資源

管理及び防災の面で重要である。Yamada1)は、北海道各地

の山間部において積雪調査を行い、樹林帯においては、標

高の増加とともに積雪相当水量が線形に増加することを

示した。標高と積雪相当水量の線形の関係を用いれば、積

雪調査の結果から山間部における積雪分布を簡易に推定

できることから、ダム管理の現場において、流域における

積雪包蔵水量を推定する手法に用いられている。しかし、

冬季に直接入山する積雪調査は、雪崩等の危険を伴うこと

から、調査可能な地点が限られる。特に、冬期に立入りが

困難である、森林限界以上の高山帯においては、積雪深の

観測例が少なく、積雪分布の特徴が明らかになっていない。 
近年、航空レーザ測量が普及してきたことから、航空

レーザ測量により積雪分布を計測し、地形や植生との関係

を分析した例が国内外で報告されている。西原ら 2)は北海

道大雪山系旭岳周辺の風衝斜面において積雪ピーク期に

積雪分布を計測し、樹林帯においては標高の増加とともに

積雪深が線形に増加すること、森林限界以上の高山帯にお

いては地表面の凹凸を表現するパラメタである地上開度

の増加とともに積雪深が線形に減少することを示した。

Zheng et. al.3)は樹林帯において積雪期に実施した航空レー

ザ測量から得られた点群データを用い、樹林の開空率に類

似した指標としてキャノピーの Penetration fraction を提案

した。これを用い、樹林帯においては、Penetration fraction
が大きくなる（開空率が大きくなることに相当）に伴い、

積雪深が増加することを示した。Tennant et. al.4)は、積雪深

に最も影響するパラメタは、森林限界以下の範囲において

は標高及び斜面方位であり、森林限界以上の範囲において

は斜面方位であることを示した。Grünewald et. al.5)は、高山

帯においては標高、傾斜及び斜面方位が積雪深に強く影響

するものの、その影響の程度は調査範囲によって異なり、

すべての調査範囲に適用可能なモデルの構築は困難で

あったことを報告している。最近では、高山帯の尾根周辺

における積雪分布を計測し、その特徴を分析した結果が報

告されている。流域スケールにおいては、尾根の遮蔽効果

により風背斜面と比較して風衝斜面における積雪深が大

きい傾向がある 1)が、局所スケールにおいては、局所地形

の影響を受けた地表面近傍の風の場が影響し、積雪分布は

複雑になる。Mott et. al.6)は、荒天時における卓越風向と直

角に交わる尾根の上には強い降雪をもたらす雲が形成さ

れること、風衝斜面及び尾根近傍は風速が早いために積雪

が堆積しにくく、風衝斜面に風速が遅く積雪が堆積しやす

い箇所が形成されることを示し、尾根周辺の積雪分布はこ

れらの相互作用に支配されていることを示した。一方、

Schirmer et. al.7)は、積雪期に数回発生する荒天時における

卓越風向が、積雪ピーク期の積雪分布に強く影響し、積雪

ピーク期には毎年類似した積雪分布のパターンが見られ

ることを示した。このため、積雪ピーク期における積雪分

布の特徴を分析することは、積雪深を支配している要因の

特定及び積雪深を精度良く推定する手法の開発につなが

ると考えられる。 

日本列島は、中央部に日本海側と太平洋側を分ける脊梁

山脈が位置し、積雪期の荒天時における卓越風向に対し風

衝斜面である日本海側と風背斜面である太平洋側におい

て、積雪分布の特徴が異なると考えられる。しかし、両斜

面を含む範囲の積雪深を広範囲に計測し、その特徴を分析

した例はない。そこで、北海道大雪山系旭岳において、流

域界である尾根を跨ぐ範囲を対象に、航空レーザ測量によ

り、積雪ピーク期に計測した積雪深と地形及び植生との関

係を分析し、風衝斜面及び風背斜面における積雪分布の特

徴を明らかにすることを目的とする。 

 

2．2  航空レーザ測量 
図-2.1 に航空レーザ測量を実施した範囲を示す。測量

範囲は、北海道大雪山系に位置し、石狩川上流域に位置す

る忠別ダム及び大雪ダムの流域に含まれる南北に2km、東

西に15km、面積30km2の範囲である。図-2.2に測量範囲

の標高分布を示す。忠別ダム側の標高帯は概ね 1100m～

2300m、大雪ダム側は概ね1000m～2300mであり、旭岳山

頂を含む。図-2.3に測量範囲の植生分布を示す。これは、

環境省の自然環境保全基礎調査を用い、植生を 10 分類し

たものである。特定した方法は後述するが、忠別ダム側の

森林限界は標高 1450m、大雪ダム側の森林限界は標高

1700m である。忠別ダム側は測量範囲の 23%が樹林帯、

78%が高山帯に位置し、大雪ダム側は70%が樹林帯、30%
が高山帯に位置している。測量範囲においては、積雪期の

荒天時における卓越風向は北西から西である 8)。このため、

流域スケールにおいては、荒天時の卓越風向に対して、忠

別ダムと大雪ダムの流域界である尾根が概ね直角に交わ

り、忠別ダム側が風衝斜面、大雪ダム側が風背斜面となる。

以降、流域スケールにおいて区分した風衝斜面を「忠別ダ

ム」、風背斜面を「大雪ダム」と表記する。 
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大雪ダムの流域界である尾根が概ね直角に交わり、忠別ダ

ム側が風衝斜面、大雪ダム側が風背斜面となる。以降、流

域スケールにおいて区分した風衝斜面を「忠別ダム」、風

背斜面を「大雪ダム」と表記する。 
航空レーザ測量は、無雪期である 2008 年 9 月 12 日～

10 月 16 日及び積雪ピーク期である 2017 年 3 月 13 日に

行った。無雪期における測量データから地表面の DEM 
(Digital Elevation Model)を、積雪ピーク期における測量デー

タから積雪表面の DEM をそれぞれ作成する。DEM の水

平解像度は 5m とした。積雪深は積雪ピーク期における

DEMから無雪期におけるDEMを引いた値とした。なお、

傾斜が 55°以上の斜面には積雪が堆積しない 9)ことが報告

されていることから、当該斜面における積雪深は 0 とし

た。計測機器の誤差（±15cm）から算出した積雪深の計算

精度は±21cmである。 
 

2．3  積雪深の分析方法 
樹林帯及び高山帯における積雪分布は特徴が異なる 2)、 

4)、 10) ことから、測量範囲における森林限界を特定し、測

量範囲を樹林帯及び高山帯に区分する。森林限界は、積雪

ピーク期における航空レーザ測量から得られた点群デー

タを用いて求めた、樹木のキャノピーの Penetration 
fraction3)から特定する。この点群データは、主に積雪表面

及び樹木から反射したものである。しかし、測量範囲のう

ち、森林限界以上の高山帯においては、植生の高さと比較

して積雪深の方が大きく、植生は積雪下に埋没している。

このため、高山帯においては、ほとんどのレーザが積雪表

面から反射していると考えられる。Penetration fraction は、

このような点群データの性質を利用し、水平解像度5mの

メッシュ内において、反射した全点数に対する積雪表面か

ら反射した点数の比とする。この定義により、樹木や樹冠

の密度が大きいほど Penetration fraction は小さくなり、植

生が積雪下に埋没している高山帯においては、Penetration 
fraction がほぼ 1 になると想定される。森林限界は、標高

に対するPenetration fractionの変化から特定する。 

積雪分布の分析は、分布の特徴が異なる範囲に区分して

行う。基本は、忠別ダム側及び大雪ダム側の斜面をそれぞ

れ樹林帯及び高山帯に区分した4斜面とする。水平解像度

5mの積雪深データはサンプル数が多く、そのままでは積

雪分布の特徴を捉えることが困難である。このため、地形

パラメタを幅を持った区間（例えば標高 25m ピッチ）に

区分し、この区間に含まれるメッシュの積雪深の平均値と

地形パラメタの中央値との関係を分析する 2)。また、西原

ら 2)は、忠別ダム側の斜面のうち、樹林帯においては標高

の増加とともに積雪深が線形に増加すること、高山帯にお

いては地表面の地上開度の増加とともに積雪深が線形に

減少することを示している。ここで地上開度とは、横山ら
11)が開発した指標であり、着目する地点が周辺に比べて地

上に突き出ている程度及び地下に食い込んでいる程度を

数量化したものである。着目地点が谷の場合に地上開度 

<90°、尾根の場合に >90°となる。測量範囲における

地上開度は概ね 45°～115°に分布し、80°～90°の出現頻度

が高い。本研究では、西原ら 2)の報告を踏まえ、標高及び

地上開度と積雪深との関係を中心に分析を行う。また、樹

林帯においては樹木が積雪深に与える影響や標高と降雪

量との関係を分析するため、Penetration fractionを用いて樹

林帯を樹木や樹冠の密度に応じて5つに区分し、標高と積

雪深との関係を分析する。加えて、高山帯においては、局

所地形が積雪分布に影響することから、尾根を跨ぐ測線を

設けて積雪深と地形との関係を分析する。 

 

2．4  結果と考察 
2．4．1  森林限界の特定 
図-2.4に測量範囲のPenetration fractionの分布を示す。

なお、積雪表面から反射した点が無い（Penetration 
fraction=0）メッシュの数は全メッシュの 0.7%であった。

図-2.4を見ると、ある境界線を境に、Penetration fractionの
ばらつきが大きい範囲とほぼ1の値が多く分布している 

 
図-2.1 航空レーザ測量範囲 

 
図-2.3 航空レーザ測量範囲の植生分布 

 
 

 
図-2.2 航空レーザ測量範囲の標高分布 
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範囲に分かれているように見える。樹林帯においては、常

緑樹と落葉樹との間の樹幹密度の差や局所的な空地の存

在によりPenetration fractionがばらつくと考えられること、

高山帯においては、植生が積雪下に埋没しており

Penetration fractionがほぼ1になると考えられることから、

この境界線が森林限界と考えられる。標高 50m 毎にこの

境界線に近い等高線を探索したところ、忠別ダム側におい

ては標高 1450m、大雪ダム側においては標高 1700m の等

高線が境界線に最も近い線であった。このことから、忠別

ダム側においては標高 1450m を、大雪ダム側においては

標高1700mを森林限界と特定した。 

図-2.5に標高とPenetration fractionとの関係を示す。図

示したPenetration fractionは標高25mピッチの区間に含ま

れるメッシュの Penetration fraction の平均値である。図中

の矢印は森林限界とした標高を示す。図を見ると、標高が

高くなるに伴い Penetration fraction が増加し、森林限界に

おける Penetration fraction は 0.8～0.9 である。森林限界以

上の高山帯全域における Penetration fraction の平均値は、

忠別ダム側が0.99、大雪ダム側が0.99、標準偏差は忠別ダ

ム側が 0.049、大雪ダム側が 0.070 であり、高山帯におい

ては、1に近い値が多く分布している。一方で、樹林帯に

おける Penetration fraction は流域間で差が見られる。同じ

標高帯において比較すると、忠別ダム側に比べて大雪ダム

側の Penetration fraction が小さい傾向があり、標高の増加

に対してPenetration fractionが緩やかに増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．4．2  積雪分布の特徴 
図-2.6 に航空レーザ測量データから求めた積雪深の分

布を示す。図より、樹林帯における積雪分布の特徴と高山

帯における積雪分布の特徴が異なることが明瞭である。樹

林帯においては、1m～5m の積雪深が全体の 60%の出現

頻度を占め、積雪深のばらつきが小さい。一方で、高山帯

においては、積雪深が 0 の箇所や積雪深が 10m を超える

箇所が見られ、積雪深のばらつきが大きい。森林限界付近

の積雪分布に着目すると、概ねこの付近において積雪分布

の特徴が変化しており、Penetration fractionから特定した森

林限界は妥当であると考える。 

2．4．3  標高と積雪深の関係 
図-2.7 に標高と積雪深との関係を示す。図示した積雪

深は標高 25m ピッチの区間に含まれるメッシュの積雪深

の平均値である。図には、樹林帯における標高と積雪深と

の間の回帰直線を併せて示す。図を見ると、樹林帯におい

ては、既往研究 2)において報告されている通り、標高の増

加とともに積雪深が線形に増加している。回帰式の決定係

数は、忠別ダム側が0.90、大雪ダム側が0.97であった。一 

図-2.4 航空レーザ測量範囲のPenetration fraction 

図-2.5 標高とPenetration fractionの関係 
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図-2.7 標高と積雪深の関係 
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図-2.8 積雪期 (2016.11～2017.3) における積算降水量の分布 

航空レーザ 
測量範囲 

流域界 

森林限界

 
図-2.6 航空レーザ測量データから求めた積雪分布 
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方、森林限界以上の高山帯においては、標高と積雪深との

間に線形の関係は見られず、標高の増加に対して積雪深が

不規則に増減している。両ダムの樹林帯同士で比較すると、

忠別ダム側と比較して大雪ダム側の積雪深が小さい。

Yamada1)は旭岳周辺の忠別ダム側における斜面（風衝斜面）

と本研究において航空レーザ測量を実施した範囲の北側

を東西に通過している国道 39 号沿いのオホーツク海側に

位置する斜面（風背斜面）における積雪相当水量を比較す

ると、オホーツク海側の斜面における積雪相当水量が小さ

いことを示した。これは、日本海側とオホーツク海側を分

ける脊梁山脈により、日本海側から侵入する降雪が遮蔽さ

れたことが要因であると指摘している。また、図-2.8 に

気象庁の解析雨量を用いて、測量範囲における積雪期と考

えられる 2016 年 11 月～2017 年 3 月までの 5 カ月間の積

算降水量を示したが、流域界を境界として、忠別ダム側の

降水量と比較して大雪ダム側の降水量が少ない。 

以上より、忠別ダムと大雪ダムの流域界である尾根によ

り日本海側から侵入する降雪が遮蔽され、忠別ダム側と比

較して大雪ダム側の積雪深が小さくなったと考えられる。

一方で、高山帯における積雪深には、樹林帯における積雪

深に見られたような尾根の遮蔽による影響が明瞭ではな

い。 

2．4．4  樹木と積雪深の関係 
図-2.7 に示した樹林帯における標高と積雪深との関係

を詳細に見ると、忠別ダム側においては標高が増加すると

ともに概ね一定の割合で積雪深が増加している。対して、

大雪ダム側においては、標高 1200m までの区間と比較し

て標高 1200m～1525m までの区間は標高の増加に対する

積雪深の増加率が若干大きくなり、標高1525m～1700mの

区間においては、標高の増加とともに積雪深が増加する傾

向があるものの、積雪深のばらつきが大きくなる（図中点

線）。標高に対する同様の傾向は図-2.5 に示した

Penetration fraction にも現れており（図中点線）、標高の増

加に対する Penetration fraction の増加率が、標高の増加に

対する積雪深の増加率に影響している可能性がある。大雪

ダム側においては、標高 1200m までの区間と比較して、

標高 1200m～1525m の区間は標高の増加に対する

Penetration fractionの増加率が若干大きいことから、標高の

増加に対する積雪深の増加率が大きくなったと考えられ

る。Penetration fractionの増加に伴い積雪深が増加すること

は、Zheng et. al.3)の報告と一致する。標高の増加とともに

降雪量が増加することが、標高の増加とともに積雪深が増

加する一因と考えられるが、標高の増加とともに

Penetration fractionが増加することは、地表面においても標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高の増加とともに積雪が堆積しやすい環境になることを

示しており、このことが標高の増加とともに積雪深が増加

する一因と考えられる。森林限界に近い標高帯においては、

忠別ダム側と比較して大雪ダム側の Penetration fraction が

標高に対して緩やかに変化している。このため、大雪ダム

側においては樹林帯及び高山帯における積雪分布の特徴

の両方を併せ持った区間、つまり、標高の増加とともに積

雪深が増加するものの積雪深のばらつきが大きい区間を

挟み、積雪分布の特徴が樹林帯における特徴から高山帯に

おける特徴に変化したものと考えられる。 

図-2.9には、Penetration fraction を 0.2 以下、0.2～0.4、
0.4～0.6、0.6～0.8、0.8 以上の 5 区間に区切り、区間ごと

の標高と積雪深との関係を示した。図を概観すると、

Penetration fraction が大きいほど積雪深が大きくなってお

り、この傾向はZheng et. al.3)が示した傾向と一致する。ま

た、Penetration fractionが0.8以下の範囲においては積雪深

のばらつきが小さく、0.8 以上の範囲においては積雪深の

ばらつきが大きい。Penetration fractionが0.8を境に積雪深

のばらつきが大きくなることは、前述したように森林限界

における Penetration fraction が 0.8～0.9 であったことに対

応していると考えられる。 

2．4．5  樹木帯における標高と降雪量の関係 
Penetration fractionを用いて区分すると、区分した区間内

においては、樹木が積雪深に与える影響が一定になると考

えられることから、図-2.9には標高と降雪量との関係が 

 

 

図-2.9 標高と積雪深の関係（樹林帯・Penetration fraction別） 
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強く現れていると考えられる。Penetration fractionが0.8以
下の範囲では、忠別ダム側においては標高 1300m 付近、

大雪ダム側においては標高 1400m 付近において、標高の

増加に対する積雪深の増加が概ね頭打ちになっている。

Penetration fractionが小さい範囲においては、風の影響が少

なく、積雪は最初に降雪した地点に留まりやすいと考えら

れることから、これらの標高帯において標高に対する降雪

量の増加が頭打ちになっている可能性が示唆される。しか

し、大雪ダム側のPenetration fractionが0.8以上の範囲のよ

うに、積雪深が大きく増加するケースも見られることから、

今後の検証を要する。 

2．4．6  高山帯における積雪分布 
森林限界以上の高山帯における地表面の地上開度と積

雪深との関係を図-2.10に示す。図示した積雪深は地上開

度 5°ピッチの区間に含まれるメッシュの積雪深の平均値

である。図には、地上開度と積雪深との間の回帰直線を併

せて示す。回帰式の決定係数は忠別ダム側が0.96、大雪ダ

ム側が0.82である。図を見ると、地上開度が増加する、つ

まり地形が谷から尾根に変化するに伴い、積雪深が線形に

減少している。また、地上開度が90°を超えると、積雪深

がほぼ0になっている。これは、高山帯においては強風が

吹き抜けるため、積雪は尾根に堆積しづらいことを示す。

図-2.10の線形回帰直線を見ると、大雪ダム側の地上開度

70°～80°の範囲において、残差が大きい。この要因を特定

するため、荒天時の卓越風向に概ね平行で、積雪深が10m
を超えた箇所を通る2測線（図-2.2）に沿って標高、積雪

深、地上開度、傾斜の関係を分析する。 

図-2.11及び図-2.12に測線1及び測線2の標高、積雪

深、地上開度、傾斜をそれぞれ示す。測線1は旭岳山頂付

近を通過し、旭岳山頂付近及び忠別ダムと大雪ダムの流域

界付近に2つの尾根があり勾配が急である。一方、測線2
は緩やかな傾斜が続く。地上開度は地表面及び積雪表面の

値を示したが、高山帯における積雪は地表面の凹凸を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平坦化するように堆積する 10)ため、積雪が堆積するに伴い

積雪表面の地上開度が90°に近づく傾向がある。両図を見

ると、小さな浅い窪地においては、積雪表面の地上開度が

概ね90°になっており、これらの窪地は積雪により概ね埋

まっていると考えられる。全体的な傾向として、風衝斜面

に大きな積雪が見られないこと、尾根にほとんど積雪が見

られないこと、風背斜面に大きな積雪が見られること 

 
図-2.10 地上開度と積雪深の関係（高山帯・流域別） 
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図-2.11 積雪と地形の関係（測線1） 
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図-2.12 積雪深と地形の関係（測線2） 
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がわかる。図示した範囲の標高差は800 m程度であるが、

Grünewald et. al5)の報告と同様に、標高による積雪深の差は

見られない。両図の積雪深には、図-2.8 に見られた尾根

による遮蔽効果が見られないが、Scipión et. al.12)は、高山帯

における積雪分布は風の影響を受けるため、高解像度の気

象レーダーが捉えた降雪分布と比較した場合においても

傾向が一致しないことを示している。10mを超える極端に

大きい積雪深は、風背斜面の傾斜が大きい箇所に多く見ら

れる。この箇所は概ね地上開度が70°～80°の範囲にあり、

図-2.10 において線形式の残差が大きい範囲と対応する。

流域スケールにおいては、忠別ダム側は風衝斜面、大雪ダ

ム側は風背斜面であるが、局所的には忠別ダム側に風背斜

面が、大雪ダム側に風衝斜面が存在しており、これらの斜

面における積雪深が図-2.10 に示した平均積雪深に影響

したと考えられる。 

このため図-2.13に、両流域に跨る高山帯全体を風衝斜

面及び風背斜面に区分して地上開度と積雪深との関係を

示した。図には地上開度と積雪深との間の回帰直線を併せ

て示したが、回帰式の決定係数は風衝斜面が0.95、風背斜

面が0.87である。しかし、風背斜面の地上開度が70°～80°
の範囲において残差が大きい傾向は解消されなかった。風

背斜面においては、地上開度に加えて傾斜を考慮し、傾斜

が大きく極端に大きい積雪が堆積する箇所の影響を考慮

する必要があることが示唆される。 

 

2．5  まとめ 
2017 年 3 月に北海道大雪山系旭岳周辺において、航空

レーザ測量により風衝斜面及び風背斜面に跨る範囲の積

雪分布を計測し、地形及び植生との関係を分析した。 

 樹林帯における標高と積雪深との線形の関係及び高山

帯における地上開度と積雪深との線形の関係は、風衝

斜面及び風背斜面の両方において確認された。ただし、

高山帯の風背斜面においては、地上開度に加えて傾斜

を考慮し、極端に大きい積雪が堆積する箇所の影響を

考慮することが必要と示唆された。 

 流域スケールにおいては、尾根の遮蔽効果により、風

衝斜面と比較して、風背斜面における積雪深が小さい

ことを定量的に示した。 

 樹林帯においては、樹木や樹幹の密度が大きいほど積

雪深が小さいことを定量的に示した。 
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図-2.13 地上開度と積雪深の関係（高山帯・風衝風背斜面別） 
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3．風衝斜面及び風背斜面における積雪分布の類似性の解

明 

3．1 はじめに 
 積雪寒冷地においては融雪水をダムに貯留して夏にか

けての水需要をまかなっており、水資源を融雪水に依存し

ている。一方、融雪水は融雪出水や土砂災害の要因となる。

このため、融雪が始まる直前の積雪ピーク期までに山間部

に蓄積された積雪の量及びその分布を正確に把握するこ

とは、水資源管理及び防災の面で重要である。 
過去には北海道各地の山間部において積雪調査が盛ん

に行われ 1)、現在でもダム管理の現場において流域の積雪

量を推定するために積雪調査が行われているが、同調査は

冬季に直接入山する必要があることから、調査可能な地点

が限られ、雪崩等の危険と多大な労力を伴う。 
近年、航空レーザ測量技術の普及により、広範囲におけ

る地表面を、高解像度で高精度に計測できるようになった。

これにより、冬季に立ち入りが困難な山間部における積雪

分布を広範囲に計測できるようになったことから、航空

レーザ測量により積雪分布を計測し、地形や植生との関係

を分析した例が報告されている。国内の例を挙げると、西

原ら 2)は、北海道大雪山系旭岳周辺において、流域界であ

る尾根を挟み風衝斜面及び風背斜面に跨がる範囲の積雪

分布を航空レーザ測量により計測し、積雪分布と地形及び

植生との関係を分析した。結果、樹林帯における標高と積

雪深との線形の関係及び高山帯における地表面の地上開

度 3)と積雪深との線形の関係は、風衝斜面及び風背斜面の

両方において確認されたことを報告している。  
最近では、航空レーザ測量により積雪深を計測したデー

タの蓄積が進み、積雪期における積雪分布の時間的な変化

や、複数年の積雪のピーク期における積雪分布を分析した

例がある 4)、 5)、 6) 。Schirmer et. al.4) は、積雪期に数回発生

する荒天時における卓越風向が、積雪ピーク期の積雪分布

に強く影響し、積雪ピーク期には毎年類似した積雪分布の

パターンが見られることを示した。国内においては、西原

ら 5)、 6)は、北海道大雪山系旭岳周辺の風衝斜面の同一範囲

において、3カ年の積雪ピーク期に航空レーザ測量により

計測された積雪分布を比較し、積雪分布の類似度が高いこ

とを示している。 
日本列島は、中央部に日本海側と太平洋側を分ける脊梁

山脈が位置し、積雪期の荒天時における卓越風向に対し風

衝斜面である日本海側と風背斜面である太平洋側におい

て、積雪分布の特徴が異なると考えられる。しかし、両斜

面を含む範囲の積雪深を広範囲にわたって複数回計測し、

その特徴を分析した例はない。本研究は、北海道大雪山系

旭岳周辺において、流域界である尾根を跨ぐ範囲を対象に、

2カ年のピーク期に、航空レーザ測量により計測された積

雪分布を分析し、その特徴を明らかにすることを目的とす

る。 
 

3．2 航空レーザ測量 
図-3.1 に航空レーザ測量を実施した範囲を示す。測量

範囲は、北海道大雪山系に位置し、石狩川上流域に位置す

る忠別ダム及び大雪ダムの流域に含まれる南北に2km、東

西に15km、面積30km2の範囲である。図-3.2に測量範囲

の標高分布を示す。忠別ダム側の標高帯は概ね1、100m～

2、300m、大雪ダム側は概ね 1、000m～2、300m であり、

旭岳山頂を含む。図-3.3 に測量範囲の植生分布を示す。

これは、環境省の自然環境保全基礎調査を用い、植生を10
分類したものである。忠別ダム側の森林限界は標高 1、
450mであり、大雪ダム側の森林限界は標高1、700mであ

る。忠別ダム側は測量範囲の23%が樹林帯、78%が高山帯

に位置し、大雪ダム側は 70%が樹林帯、30 %が高山帯に

位置している。測量範囲においては、積雪期の荒天時にお

ける卓越風向は北西から西である 7)。このため、流域ス

ケールにおいては、荒天時の卓越風向に対して、忠別ダム

と大雪ダムの流域界である尾根が概ね直角に交わり、忠別

ダム側が風衝斜面、大雪ダム側が風背斜面となる。以降、

流域スケールにおいて区分した風衝斜面を「忠別ダム」、

風背斜面を「大雪ダム」と表記する。 

航空レーザ測量は、無雪期である 2008 年 9 月 12 日～

10 月 16 日、積雪ピーク期である 2017 年 3 月 13 日及び

2018年3月21日に行った。無雪期における測量データか

ら地表面のDEM (Digital Elevation Model)を、積雪ピーク

期における測量データから積雪表面のDEMをそれぞれ作

成した。DEM の水平解像度は 5m とした。積雪深は積雪

ピーク期におけるDEMから無雪期におけるDEMを引い

た値とし、この値がマイナスとなったメッシュはデータ 
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から除外した。なお、傾斜が55°以上の斜面には積雪が堆

積しない 8)ことが報告されていることから、該当するメッ

シュにおける積雪深は0とした。加えて、人工構造物が多

い旭岳温泉地区及び旭岳ロープウェイの施設周辺をデー

タから除外した。なお、測量範囲に含まれる旭岳温泉に国

土交通省が設置している積雪深計によると、航空レーザ測 

量日における積雪深は、2017年が3.18m、2018年が3.03m
であった。 

 

3．3 積雪深の分析方法 

積雪分布の分析は、分布の特徴が異なる範囲に区分して

行う。樹林帯及び高山帯における積雪分布は特徴が異なる
1)、 2)、 5)、 6) ことから、測量範囲を風衝斜面（忠別ダム）及

び風背斜面（大雪ダム）に区分し、さらに、それぞれの斜

面を樹林帯及び高山帯に区分する。水平解像度5mの積雪

深データはサンプル数が多く、そのままでは積雪分布の特

徴を捉えることが困難である。このため、地形パラメタを

幅を持った区間（例えば標高 25m 区間）に区分し、この

区間に含まれるメッシュの積雪深の平均値と地形パラメ

タの中央値との関係を分析する 2)。また、西原ら 2)は、対

象範囲においては、風衝斜面及び風背斜面ともに、樹林帯

においては標高の増加とともに積雪深が線形に増加する

こと、高山帯においては地表面の地上開度の増加とともに

積雪深が線形に減少することを示している。ここで地上開

度とは、横山ら 3)が開発した指標であり、着目する地点が

周辺に比べて地上に突き出ている程度及び地下に食い込

んでいる程度を数量化したものである。着目地点が谷の場

合に地上開度 <90°、尾根の場合に >90°となる。測量

範囲の高山帯における地表面の地上開度の出現割合を図-

3.4に示す。出現割合は、忠別ダム及び大雪ダムのそれぞ

れ高山帯の面積に対する、ぞれぞれの範囲において地上開

度 1°区間に含まれたメッシュの面積の割合である。忠別

ダム流域においては、地上開度が 45°～110°、大雪ダムに

おいては地上開度が59°～105°に分布している。両ダム流

域ともに 80°～90°の出現頻度が高く、忠別ダム流域にお

いては74.1%、大雪ダム流域においては77.2%がこの区間

に含まれる。本研究では、西原ら 2)の報告を踏まえ、標高

及び地上開度と積雪深との関係を中心に分析を行うこと

とする。積雪分布の類似度に関しては、同一メッシュにお

ける 2 カ年の積雪深の関係に対して、原点を通る（切片

=0）の直線を当てはめる回帰分析を行った結果から評価

する。 
 また、高山帯を対象に、地上開度の出現割合が大きい範

囲を対象とした直線回帰式から、積雪深を推定する手法を

検討し、推定した積雪深の精度を評価する。 

 

3．4 結果と考察 
3．4．1 積雪分布の特徴 
図-3.5 に航空レーザ測量データから求めた積雪深の分

布を示す。図の白抜きとなっている範囲は、積雪期におけ 

 
図-3.1 航空レーザ測量範囲 
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図-3.2 航空レーザ測量範囲の標高分布 
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図-3.3 航空レーザ測量範囲の植生分布 
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図-3.4 地表面の地上開度の出現割合 
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るDEMから無雪期におけるDEMを引いた際に値がマイ

ナスとなったメッシュ、旭岳温泉地区及び旭岳ロープウェ

イの施設周辺の分析から除外したメッシュである。対象範

囲（30km2）に対する除外したメッシュの割合は、2017年
が5.7%、2018年が7.6%であった。 

図より、樹林帯における積雪分布の特徴と高山帯におけ

る積雪分布の特徴が異なることが明瞭である。樹林帯にお

いては、2017年及び2018年、忠別ダム流域及び大雪ダム

流域いずれの場合も、1m～6m の積雪深が全体の 95%以

上の出現割合を占め、積雪深のばらつきが小さい。一方で、

高山帯においては、積雪深が 0 の箇所や積雪深が 10m を

超える箇所が見られ、積雪深のばらつきが大きい。2017年
及び 2018 年の積雪分布を概観すると、同様のパターンが

見られており、積雪が堆積しにくい箇所及び積雪が堆積し

やすい箇所は年によらず同じである可能性がある。 

3．4．2 標高と積雪深の関係 
図-3.6 に標高と積雪深との関係を示す。図示した積雪

深は標高 25m の区間に含まれるメッシュの積雪深の平均

値である。図には、樹林帯における標高と積雪深との間の

回帰直線を併せて示している。図を見ると、樹林帯におい

ては、風衝斜面及び風背斜面ともに、標高の増加とともに

積雪深が線形に増加している。回帰式の決定係数は、忠別

ダム側の 2017 年が 0.77、2018 年が 0.72、大雪ダム側は

2017年及び2018年ともに0.96であった。一方、森林限界

以上の高山帯においては、標高と積雪深との間に線形の関

係は見られず、標高の増加に対して積雪深が不規則に増減

している。両年の航空レーザ測量日に旭岳温泉において観

測された積雪深より、両年の積雪深は概ね同等であると考

えられるが、図-3.6 に示した標高に対する両年の積雪深

は概ね同等であり、積雪深の増減の傾向も概ね一致してい

る。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3．4．3 高山帯における地上開度と積雪深の関係 
森林限界以上の高山帯における地表面の地上開度と積

雪深との関係を図-3.7 に示す。図示した積雪深は地上開

度1°の区間に含まれるメッシュの積雪深の平均値である。

サンプル数が少ない場合、積雪深が極端に大きい値や小さ

い値となることがあるため、概ね100サンプルが得られた

区間を図示している。図の黒線は、図示した全区間を対象

とした回帰直線である。図を見ると、風衝斜面及び風背斜

面ともに、地上開度が増加する、つまり地形が谷から尾根

に変化するに伴い、積雪深が線形に減少している。回帰式

の決定係数は、忠別ダム側は 2017 年が 0.95、2018 年が

0.92、大雪ダム側は2017年が0.88、2018年が0.89であっ

た。また、地上開度が90°を超えると、積雪深がほぼ0に
なっている。航空レーザ測量により積雪深を計測した高山

帯においては、計測時に植生が積雪下に完全に埋没してお

り、荒天時に強風が吹き抜けることから、積雪は谷に堆積

しやすく、尾根に堆積しにくいと考えられる。標高の場合

と同様に、地上開度に対する両年の積雪深は概ね同等であ

り、積雪深の増減の傾向も概ね一致している。 
 

 

図-3.6 標高と積雪深の関係 
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図-3.5 航空レーザ測量データから求めた積雪分布 
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3．4．4 積雪分布の類似度 
同一メッシュにおける 2 カ年の積雪深について、2017

年の積雪深を x 軸、2018 年の積雪深を y 軸とし、切片=0
の直線を当てはめる回帰分析を行った結果（決定係数

及び直線の傾き）を表-3.1 に示す。決定係数（上表）は

0.84～0.96 となっており、風衝斜面及び風背斜面ともに、

両年の積雪分布のパターンの類似度が高いことを示して

いる。また、両年の積雪深が概ね同等であるため、直線式

の傾き（下図）は0.84～1.11となっており、風衝斜面及び

風背斜面ともに、1に近い値となっている。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の傾き（下図）は0.84～1.11となっており、風衝斜面及び

風背斜面ともに、1に近い値となっている。 
3．4．5 高山帯における積雪深を推定する手法の検討 
図-3.7 の黒で示した線形回帰直線を見ると、決定係数

は大きいものの、地上開度 78°付近及び 90°付近において

残差が大きくなっている。これら残差が大きい範囲には、

地上開度の出現割合が大きい範囲（図-3.4）が含まれる。 

西原ら 2)は、傾斜が大きく、極端に大きい積雪が堆積して

いる箇所が影響している可能性を示唆しているが、本研究

では、地上開度の出現割合が大きい範囲を対象とした回帰

式から、簡易に積雪深を推定する手法を検討し、推定した

積雪深の精度を評価する。 

 図-3.7 の赤で示した直線は、出現割合が大きい地上開

度が 80°～90°を対象に作成した回帰直線である。決定係

数は、0.98～0.99である。赤色の直線をそのまま積雪深の

推定に適用すると、地上開度が小さい範囲における積雪深

が過大に計算されてしまうが、図を見ると、概ね地上開度

80°以下の範囲においては、積雪深がほぼ一定になってい

る。図より、赤色の直線は地上開度78°程度までの適合度

が高いと考えられることから、地上開度78°未満の範囲に

ついては、積雪深を一律7mとした。また、地上開度が90°
を超える範囲に赤色の直線を適用すると、積雪深がマイナ

スとなる場合があるが、積雪深がマイナスとなったメッ

シュの積雪深は0とする。 

表-3.2 に航空レーザ測量データから計算した値を真値

とし、忠別ダム及び大雪ダムのそれぞれの高山帯全域につ

いて、積雪の総量の相対誤差（上表）及びメッシュの積雪

深のRMSE（下表）を算出した結果を示す。積雪の総量を

算出する場合、積雪深を合算する際に正の誤差と負の誤差

が相殺されるため、黒線の式を用いた場合も総量を精度良

 

 

図-3.7 高山帯における地上開度と積雪深の関係 
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表-3.2 高山帯における積雪深の推定結果 

積雪の総量の相対誤差 2017 2018 

忠別ダム 
黒線 0.0379  0.0193  
赤線 0.0087  0.0101  

大雪ダム 
黒線 0.0877  0.0934  
赤線 -0.0244  -0.0267  

 
RMSE 2017 2018 

忠別ダム 
黒線 2.93  3.20  
赤線 2.85  3.11  

大雪ダム 
黒線 3.25  3.43  
赤線 3.11  3.31  

 

表-3.1 積雪分布の類似度 

決定係数 忠別ダム 大雪ダム 

樹林帯 0.84  0.96  
高山帯 0.91  0.92  

 
傾き 忠別ダム 大雪ダム 

樹林帯 0.93  1.11  
高山帯 0.98  0.99  

 

谷 尾根

谷 尾根 
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く推定しているが（相対誤差1.9%～9.3%）、赤線の式を用

いた場合は、相対誤差が−2.7%～1.0%となっており、若干

精度が向上している。RMSE は、赤線を適用した場合に、

黒線を適用した場合と比較して若干の精度向上が見られ

るが、高山帯の積雪深は変動幅が大きく、これを平均化し

て推定式を作成しているため、RMSEのようにメッシュ単

位で誤差を評価した場合、誤差が小さくなりにくいと考え

られる。 

 
3．5 まとめ 
北海道大雪山系旭岳周辺において、流域界である尾根を

跨ぐ範囲を対象に、2カ年のピーク期に、航空レーザ測量

により計測された積雪分布を分析した。 

・ 樹林帯における標高と積雪深との線形の関係及び高

山帯における地上開度と積雪深との線形の関係は、風

衝斜面及び風背斜面の両方において 2 カ年とも確認

された。  

・ 風衝斜面及び風背斜面の両方において、積雪ピーク期

における 2 カ年の積雪分布の類似度が高いことが確

認された。 

・ 高山帯を対象に、地上開度の出現割合が大きい範囲を

対象とした回帰式から、簡易に積雪深を推定する手法

を検討し、推定した積雪深の精度を評価したところ、

地上開度の出現範囲全域を対象に作成した回帰式か

ら推定した場合と比較して、積雪深の推定精度が向上

した。 

 
謝辞: ワカサリゾート㈱旭岳事業部に測量場所を提供し

て頂いた。無雪期の航空レーザ測量データは国土交通省に

提供して頂いた。ここに記して謝意を表す。 
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2．2 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用によ

る水災害リスク評価手法及び防災効果指標の開発 

 

2.2.1 データ不足の補完等を考慮したリアルタイム流出氾濫予測精度向上技術に関する研究 

 
担当チーム：水災害研究グループ                                     
研究担当者：伊藤弘之、望月貴文、Abdul Wahid Mohamed Rasmy、宮本守、筒井浩行、Maksym Gusyev 
 
【要旨】 
衛星マイクロ波輝度温度のデータ同化により表層から根茎層までの土壌水分量プロファイルと、それを吸収し

て成長する植生の動態を表す蒸発散量・葉面積指数(LAI)を精度良く推定する植生動態－陸面結合データ同化シス

テム(CLVDAS)を用いて、2012 年からの数年間に深刻な渇水が発生したブラジル北東域を対象に長期解析(2003
年～2017 年)を行った。そして、その出力値である LAI から穀物生産高と目標とする生産高を得るために必要と

される灌漑水量を推定する手法を考案した。 
 
キーワード：渇水、植生動態－陸面結合データ同化システム(CLVDAS)、葉面積指数(LAI)、穀物生産量、灌漑水

量 
 

 
1．はじめに 

ブラジル北東域では、 2012 年から数年間続く深

刻な渇水が発生した。特に Ceará 州における貯水池

では、総貯水容量の約 6%にまで貯水量が落ち込ん

だ。加えて、ブラジル北東域では、降雨に依存する

天水農業が大規模に展開されているため、このよう

な長期の渇水は、環境・社会・経済に大きな被害を

与えた 1)。そのような中、Marengo et al. 2)は、雨季と

渇水期における DDN(The number of days with water 
deficit)の傾向を分析し、渇水条件下では、穀物への

水の供給が阻害され、その生産性を低下させるとい

うメカニズムを議論した。しかし彼らの気象学的な

解析のみでは、成長から枯死までの植生動態を土壌

水分量の変化と共に評価するまでには至らなかった。

そこで本研究では、マイクロ波衛星観測を統合して

マイクロ波輝度温度を同化し、植生動態と土壌水分

量を同時、かつ高精度に推定するよう開発された植

生動態－陸面データ同化システム [Coupled Land 
and Vegetation Data Assimilation System (CLVDAS)]  3)

～5)を適用し、ブラジル北東域を対象とした長期(2003
年-2017 年)渇水解析を実施した。 さらに CLVDAS
の出力値である LAI(葉面積指数、 m2/m2)推定値か

らの穀物生産高 [t/ha]推定の可能性と深刻な渇水年

において本来必要とされた灌漑水量推定の可能性に

ついて検討を行った。 
 

2．CLVDAS による数値計算手法 

2．1 モデル 

CLVDAS では、植生動態と土壌水分量の変化を推

定するために EcoHydro-SiB 6) [植生動態モデル

(Dynamic vegetation model)と Simple Biosphere model 
2 の水文モジュールが改良された Hydro-SiB 7) が結

合されたモデル]が陸面モデルとして用いられてい

る。Hydro-SiB により計算された炭素固定量と土壌

水分量鉛直プロファイルが植生動態モデルに渡され

る。その後、植生動態モデルは、土壌水分量鉛直プ

ロファイルに応じた水ストレスに基づく炭素減少量

を計算し、炭素固定量から差し引くことによりバイ

オマス量を計算・更新する。またマイクロ波輝度温

度を計算するためにマイクロ波放射伝達モデル

[RTM;植生における放射伝達プロセスを評価するω

－τモデル 8)と地表面における表面散乱を評価する

Shadowing effect を考慮した Advanced Integral 
Equation Model (AIEM) 9)が結合されたモデル]が適

用されている。 
2．2 対象領域 

本研究では、最も深刻な渇水被害を受けた Ceará
州とPiaui州を含むブラジル北東域 (空間分解能0.25
度)を対象領域に設定した（図-1）。 



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

2 
 

Ceará

Piaui
Brazil

5°W 34.5°W

2.
25

°
S

 
図-1 CLVDAS 対象領域： Ceará・Piaui 州を含むブラジル

北東域：空間分解能 0.25度、48×36グリッド(南緯 2.25°

-11.25°，西経 46.5°-34.5°) 

 
2．3 入力データ 

CLVDAS の入力データとして International Satellite 
Land Surface Climatology Project 2 全球土性データな

どの静的全球データの他、陸面モデルの入力データ

となる気象データとデータ同化に用いる衛星観測マ

イクロ波輝度温度データの動的全球データが必要と

なる。気象データとしては、降水量(mm/s)、 気温(K)、 
気圧(mbar)、 短波放射量 (W/m2)、 長波放射量 
(W/m2)、 風速 (m/s)、 比湿(kg/kg)が必要であるが、

本研究では、これまでの CLVDAS シミュレーション
5)～7)において、その有効性が示された Global Land 
Data Assimilation System version 2.1 (GLDAS 2.1) 全
球気象データセットを適用した。また衛星観測マイ

クロ波輝度温度データには、宇宙航空研究開発機構

(JAXA)より提供されている Advanced Microwave 
Scanning Radiometer for Earth Observing System 
(AMSR-E)・高性能マイクロ波放射計 2 (AMSR2)のマ

イクロ波輝度温度[6.925GHz・10.65GHz・18.7GHz (水
平・垂直偏波)]を適用した。なお 2010 年 12 月 31
日以前は AMSR-E の観測データ、さらに 2013 年 1
月 1 日以降は、AMSR-E の後継機である AMSR2 の

観測データを適用し、その移行期間である 2011 年・

2012 年は対象から外した。 
2．4 最適パラメータ 

CLVDAS は、 RTM によって計算されたマイクロ

波輝度温度と衛星観測マイクロ波輝度温度を比較し、

モデルの状態量の推定精度を向上させる機能を持つ。

未知パラメータの推定に関しては、International 
Satellite Land Surface Climatology Project 2全球土地利

用マップ(空間分解能 1 度)等から得られる陸面パラ

メータ(土壌の間隙率、砂・粘土の割合や透水係数な

ど)の文献値を第一推定値として、Sawada and Koike 
(2014)3) における最適パラメータの選択手法

[Variance-based global sensitivity analysis (GSA) によ

るマイクロ波輝度温度に対する水文・生態モデルパ

ラメータの感度試験]の2種の感度指数を基に3年間

の時間積分結果を用いて、Cost 関数で表現した「推

定輝度温度と衛星観測輝度温度との差」が可能な限

り小さくなるように最適なパラメータを Schuffled 
Complex Evolution 法により決定する。本研究では、

Sawada and Koike (2014)3)の感度試験において最も重

要と判定された葉(天頂)の Maximum rubisco capacity 
(Vmax，mol/m2/s)、 しおれ点における Soil matric 
potential (ψwilt) 、RMS height (δ) の最適値を CLVDAS
の最適パラメータとして求めた(図-2)。さらに次の

ステップとして、決定した最適パラメータを用い、

また衛星観測マイクロ波輝度温度を粒子フィルタ

(Genetic Particle Filter)同化手法により逐次的に同化

することによりモデルの植生動態と土壌水分量を推

定する。 

（a） （b）

（c）

 
図-2 最適パラメータ：(a) 葉(天頂)の Maximum rubisco 
capacity (Vmax，mol/m2/s), (b)しおれ点における Soil 
matric potential (ψwilt) ，(c)RMS height (δ) 

 
3．数値計算結果 

3．1 数値計算による渇水の描像 

CLVDAS は、決定した最適パラメータを用い、ま

た衛星観測マイクロ波輝度温度を逐次的に同化する

ことにより、モデルの植生動態と土壌水分量の推定

精度を高める。そのために同化手法として粒子フィ

ルタ(Genetic Particle Filter) 10)を用いている。既存の陸

面モデルは初期条件や境界条件に強く影響を受け、

またマイクロ波衛星プロダクトは土壌表面の水分量

しか推定できなかった。これに対して CLVDAS は、

表層の土壌と植生の両方の水分量に感度を持つマイ

クロ波輝度温度を同化することによって土壌水分量

と植生水分量の精度を同時に改善することができる

という利点を持つ。本研究では、このような利点を
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持つ CLVDAS により数値計算を行い、Ceará 州全体

の空間平均の表層(0-5cm)土壌水分量[m3/m3]・根茎層

[5-20cm]土壌水分量[m3/m3]・植生水ストレスファク

ター[-]・蒸発散量[mm/day]・LAI[m2/m2]を推定した。

なお、シミュレーション期間は、AMSR-E・AMSR2
による 1 年を通した観測データの無い 2011 年・2012
年を除いた2003年から2017年までの13年間を対象

とした。図-3には、その中の LAI[m2/m2](上段)を示

す。また下段は 13 年間の平均値に対する正規化した

値をプロットしたものであるが、降雨が地表面から

表層土壌水分・根茎層土壌水分へと浸透し、その多

寡に応じて植生水ストレスが定まり、それに応じた

蒸発散量が発生して植生動態が評価され、その結果

が LAI として現れる。偏差が正から負に転じるタイ

ミングが降水量→表層土壌水分→根茎層土壌水分→

植生水ストレスファクター→蒸発散量→LAI の順に

拡大していることが分かる。このように LAI は、植

生動態評価の最終的な指数として CLVDAS により

出力されるが、 2004 年・2007 年・2008 年・2009
年などの豊水年には高い値が示されるものの 2005
年・2010 年と 2013 年以降は低く、渇水状態にあっ

たことを示している。ただし 2017 年には深刻な渇水

状態から抜け出していることが分かる。 
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図-3 CLVDASによる数値計算結果： (上段) LAI[m2/m2], (下
段)  降水量(GLDAS2.1)と各要素(降水量・表層土壌水分
量・根茎層土壌水分量・植生水ストレスファクター・蒸発
散量・LAI)の 13 年間の平均値に対する正規化した値
(Normalized index) 

 
3．2 推定精度検証 

これまで多くの地域 [アメリカ合衆国，モンゴル，

オーストラリア連邦，マリ共和国，モロッコ王国・

アルジェリア民主人民共和国・チュニジア共和国]

において CLVDAS の高い性能と推定精度(土壌水分

表層および根茎層：RMSE 0.05m3/m3以下・bias 0.045 
m3/m3以下、LAI：RMSE 0.16 m2/m2以下、bias 0.13 
m2/m2以下)を得ている。さらに前節で CLVDAS にお

いてLAIが最終的な指数として出力されることを確

認した。そこで本研究においても LAI を CLVDAS
の推定精度検証の対象に選定し、 2013 年から 2015
年までの 3 年間の 8 日間平均・Ceará 州全体の空間

平均の MODIS LAI (Maryland 大学) との比較検証

を行った。その結果、RMSE：0.072 m2/m2、bias：0.15 
m2/m2 の高い推定精度を備えていることを確認した

(図-4 a)。また 2003 年の 16 日間平均ではあるが、 
Ceará 州全体の空間平均(μ)とその μ±1σ(標準偏差)を
図-4(b)に示す。 
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図-4 CLVDAS 推定精度検証： (a)LAI [m2/m2，2013 年から
2015年までの 3年間の 8日間平均, (黒色マーク)Ceará州
全体の空間平均：RMSE：0.072 m2/m2，bias：0.15 m2/m2]・
(灰色マーク) )Ceará州内全グリッド，縦軸 CLVDAS，横軸
MODIS，(b)2003 年の 16 日間平均, Ceará 州全体の空間平
均(μ)とそのμ±1σ(標準偏差) 

 
4．穀物生産量推定の可能性検討 

植生動態や土壌水分量の監視だけでは無く、それ

に基づき穀物生産量をも同時に推定された情報は、

渇水によって穀物生産に多大な被害を受けた現地の

農業従事者にとって重要な情報となる。ここでは

LAI 推定値と穀物生産量との関係から簡易モデルを

導き、LAI からの穀物生産量推定の可能性について

検討する。図-5は 2003 年から 2017 年までの 13 年

間(2011 年・2012 年を除く)の降水量(a)と LAI 偏差

(b)を示したものである。ブラジル北東域の農事歴は、

10 月～12 月が播種期、1 月～4 月(雨季)が成長期、5
月～9 月(乾季)が収穫期であるが、10 月～12 月に植

えられ、1 月～4 月の雨季に成長した植生の LAI 偏
差の大小が 5 月はじめにほぼ決定し、5 月～9 月の乾

季、かつ収穫期にそのまま推移することが分かる。

またその LAI 偏差の年々変動が図-5(b)に現れてい

る。そこで毎年 4 月の LAI 偏差平均値と年間穀物生
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産量との関係を調査した。 
IBGE-SIDRA(https://sidra.ibge.gov.br/pesquisa/pam/ 

tabelas)からブラジル Ceará 州の穀物生産量(t)と作付

面積(ha)を調査し、単位面積当たりの穀物生産高(P, 
t/ha)を求め、2003 年から 2013 年までの 9 年間(2011
年・2012 年を除く)における 4 月の LAI 偏差平均値

との関係から簡易的な線形モデルを導いた(図-6)。
なお穀物としては、Ceará州において主要なカシュー

ナッツ(P Cashew)，フェジョン豆(PBeans)，キャッサバ

(PCassava)，コーン(PCorn)を対象とした。 
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図-5 (a) 2003年から 2017年までの 13年間(2011年・2012
年を除く)の降水量(青色:平均，灰色:各年)，(b)2003 年
から 2017年までの 13年間(2011年・2012年を除く)の LAI
偏差 
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図-6 9 年間[2003 年～2013 年(2011 年・2012 年を除く)]
の穀物生産高(P, t/ha)と 4 月平均 LAI 偏差(σ)からの簡
易線形モデルの導出：(a)カシューナッツ(P Cashew)，(b)フェ
ジョン豆(PBeans)，(c)キャッサバ(PCassava)，(d)コーン(PCorn) 

 
次に各年の 4 月の LAI 偏差平均値を、導いた各穀

物の簡易線形モデルに入力し、2003 年から 2017 年

までの 13 年間(2011 年・2012 年を除く)の穀物生産

高い(P, t/ha)を計算した(図-7・表-1) 。フェジョン

豆・コーンは 0.6，カシューナッツ・キャッサバは

0.7 とその相関係数は、やや低いものの、統計値であ

る穀物生産高との比較であるにも関わらず、2012 年

からの深刻な農業的渇水による穀物への影響を評価

できているものと考えられる。また、このように簡

易的な線形モデルであっても、雨季終盤 4 月の平均

の LAI 推定値からその年の穀物生産高[t/ha]を推定

することができる可能性を確認することができた。 
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図-7 13年間[2003-2017年(2011年・2012年を除く)]の 4
月平均 LAI 偏差(σ)と簡易線形モデルによる穀物生産高
(P, t/ha)の推定：(a)カシューナッツ(P Cashew)，(b)フェ
ジョン豆(PBeans)，(c)キャッサバ(PCassava)，(d)コーン(PCorn) 

 
表-1 簡易線形モデル導出期間を除く4年間[2014-2017年]
の4月平均LAI偏差(σ)と簡易線形モデルによる穀物生産
高(P, t/ha)の推定精度 

RMSE
[t/ha]

 カシューナッツ(P Cashew) 0.05 0.03

 フェジョン豆(PBeans) 0.06 0.03

 キャッサバ(PCassava) 0.78 -0.37

 コーン(PCorn) 0.22 0.09

bias
[t/ha]

 
 
5．最適灌漑水量推定の可能性検討 

前章では、雨季の終盤 4 月平均 LAI 推定値からそ

の年の穀物生産高[t/ha]を推定することのできる可

能性を確認することができたが、推定した穀物生産

量が渇水により目標とする収穫高に達しないような

場合、現地の農業従事者にとって、その目標を達成

するために必要な灌漑水量を推計することが非常に

重要な課題となる。9 年間 (2003 年～2013 年)におけ

る簡易線形モデルを検証した 2012 年から続いた渇

水は 2014～2016 年になっても継続し、大規模農場で

は、毎日、灌漑が実施されたことを現地におけるヒ

アリングを通じて確認した。そこで本研究では、対

象領域全域に、数ケース [1, 2, 3, 4, 5  (mm/day)] の
灌漑水量を GLDAS 降水量データに加えた。なお

GLDAS 降水量データは 3 時間データであるため、

日灌漑水量を 8 分割して降水量データに加算した。

また灌漑期間は不明であるため年間を通して本灌漑
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水量を降水量データに加算した。灌漑水量が加算さ

れた降水量データを CLVDAS に入力し、LAI を計算

し、LAI 偏差を灌漑水量ケース毎に求めた。そして

灌漑水量ケース毎に算定した 4月平均のLAI偏差を

カシューナッツ、フェジョン豆、キャッサバ、コー

ンの簡易線形モデルに入力して、それぞれの穀物生

産高[t/ha]を推定した。その後、13 年間[2003 年～2017
年(2011 年・2012 年を除く)]の穀物生産高[t/ha]の平

均値を農業従事者の目標生産高と仮定して、その目

標を達成するために必要となる灌漑水量を推定する

ことができるか、その可能性について検討を行った。 
その検討結果を図-8・表-2に示す。2014 年が最も多

くの灌漑水量を必要とした深刻な渇水状態にあった

ことが分かる。その後、2015 年、2016 年と次第に渇

水が弱まり、必要灌漑水量が減少するという結果に

なった。このように CLVDAS 出力の LAI 偏差(4 月

平均)を用いることで、目標とする生産高を得るため

に必要な灌漑水量を推定できる可能性を確認するこ

とができた。しかし、この結果に対して現地カウン 
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図-8 13 年間[2003～2017 年(2011・2012 年を除く)]の穀

物生産高[t/ha]の平均値を得るために必要な 2014 年

(左)・2015年(中央)・2016年(右)灌漑水量推定の可能性：

上からカシューナッツ(P Cashew),フェジョン豆(PBeans),

キャッサバ(PCassava),コーン(PCorn) 

 

表-2 深刻な渇水年(2014～2016年)を対象とした目標穀物

生産高[t/ha(2003-17年の平均相当)]を収穫するために必

要な灌漑水量[mm/day]の推定 

2014 2015 2016
 カシューナッツ 1.94 1.45 0.16
 フェジョン豆 1.86 1.38 0.06
 キャッサバ 2.70 2.10 1.07
 コーン 2.02 1.52 0.25

目標穀物生産量[t/ha(2003-17年の平均相当)]を
収穫するために必要な灌漑水量 [mm/day]

 

ターパートより「2016 年も 2014 年・2015 年と同様、

深刻な渇水年であり、灌漑水量も多かったはずであ

る」という指摘を受けた。 
そこで CLVDAS により出力された 2016 年の降水

量と根茎層土壌水分量を 2014 年・2015 年の平均と

比較した。その結果、図-9 に示すように 2014 年・

2015 年は 4 月に 1 度だけ降水ピークが発生し、穀物

(LAI)は、それが浸透した根茎層土壌水分を吸収して

4 月中旬にピークを迎える。それに対して 2016 年に

は、1 月と 4 月に 2 度の降水ピークが発生する。穀

物(LAI)は根茎層土壌水分を吸収して 1 月に一度成

長し、それを消費しながら 3 月一杯持ちこたえ、4
月の降水ピークとそれが浸透した根茎層土壌水分を

吸収して、もう一度さらに成長していることが分か

る。2016 年は、このような降水パターンの違いによ

り穀物が 2014 年・2015 年に比べて成長したために

生産高が多くなり、また必要とされる灌漑水量も少

なくて済んだという結果が得られたことが分かった。 

 
図-9 2014年・2015年の平均と 2016年の CLDAS出力値の

比較：aは 2014年・2015年の平均値，bは 2016年、①は

降水量[mm/day]、②は LAI[m2/m2]、③は根茎層土壌水分量

[m3/m3] 
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6．まとめ 

本研究において、2012 年以降数年間続いたブラジ

ル北東域における深刻な渇水を対象とした

CLVDAS 解析(2011 年・2012 年を除く 2003 年から

2017 年までの 13 年間)を行ない、CLVDAS により推

定されたLAI偏差からその年の穀物生産高と現地の

農業従事者の望む生産高を得るために必要であった

灌漑水量を推定する手法を考案することができた。

また現地カウンターパートの指摘に基づき検討した

2014 年・2015 年の平均と 2016 年との比較検討によ

り得られた「降水パターンの相違に伴う CLVDAS
出力値(根茎層土壌水分量・LAI)の変化」は、灌漑水

の CLVDAS への与え方により穀物生産高が大きく

変化することを示している。すなわち、本研究にお

ける CLVDAS 出力である LAI 偏差に基づく穀物生

産高・必要灌漑水量の推定手法は、最適な灌漑手法

(水量・頻度・時期など)を見出し、さらに別途開発

した CLVDAS 渇水季節予測システムと併用するこ

とにより 3 カ月先の穀物の成長状況や最適な灌漑方

法を現地の農家に提案できる可能性を持っている。 
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2．2 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用によ

る水災害リスク評価手法及び防災効果指標の開発 
 
2.2.2 様々な自然・地勢条件下での長期の統合的水資源管理を支援するシミュレーションシ

ステムの開発に関する研究 
 
   担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：伊藤弘之、菊森佳幹、吉野広郷、Abdul Wahid Mohamed Rasmy、宮本守、海野 仁、 
玉川勝徳、牛山朋來、Maksym GUSYEV 

 
【要旨】 
本検討ではベトナムの都市を対象に将来気候条件の予測とその不確実性の評価、及び対象流域における氾濫条

件の変化について検討した。まず、CMIP5 のモデルセレクション、バイアス補正、統計的ダウンスケーリングを

行い季節降雨特性の異なる北部と中部を対象にモデル間での影響を考察した。次に、力学的ダウンスケーリング

を用いて、北部と中部を対象とした降水量の将来変化について調査した。さらに、力学的ダウンスケーリングか

ら得られた詳細シナリオの降雨条件をもとに、降雨流出氾濫解析モデル(RRI)を用いて現在と将来における同一

生起確率（1/100）規模の洪水による氾濫域を計算し、洪水リスクの変化について検討した。 
キーワード： ベトナム、気候変動、ダウンスケーリング、洪水氾濫 

 
 

１．はじめに 

現在、地球温暖化は確実に進行しており、近年の豪雨・

大雨災害の激甚化も地球温暖化現象が大きく影響してい

るものと考えられる。このため、気象災害の激甚化は今後さ

らに顕在化するものと考えられ、安全・安心な国土・社会の

形成のためには、将来の気候条件を予測し、社会全体で

適応していく必要がある。一方で、将来（例えば21世紀末）

の気候条件を正確に予測することは今日の科学をもってし

ても不可能である。様々な予測結果に関わる不確実性に

ついて認識・把握しながら、将来シナリオの想定やリスク評

価を行うことが重要である。 

本研究では、ADB プロジェクト 1)の一環として行ったベト

ナム(図-１参照)を対象に、将来気候条件の予測とその不

確実性の評価、及び対象流域における氾濫条件の変化に

ついて検討した。 

 

２．気候変動予測と予測に関わる不確実性について 

気候変動予測については、一般に全球を対象とした気

候モデル（GCM：Global Climate Model）による予測シミュ

レーションが行われている(図-２参照)。この予測シミュレー

ションには様々な不確実性が内在する。代表的なものとし

て、①将来までの温室効果ガスの排出量シナリオによるも

の、②使用する予測方法によるものがある。 

 

 

 
図－１ ベトナムの対象都市 (Ha Giang,Vinh Yen,Hue）

と対象流域（Red River, Perfume River） 

 
図－２ GCMの一般的構造 
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このうち①については、政策的な温室効果ガスの緩和策

を前提として、将来の温室効果ガス安定化レベルとそこに

至るまでの経路のうち代表的なものを選んだシナリオが作

られており、RCP（Representative Concentration Pathways）シ

ナリオと言われる(図-３参照)。 

 

RCP シナリオでは、2100 年以降も放射強制力の上昇が続

く「高位参照シナリオ」（RCP8.5）から 2100年までにピークを

迎えその後減少する「低位安定化シナリオ」（RCP2.6）の範

囲に 4 シナリオが立案されている。②は使用するモデルや

境界条件等の与え方に依存するものである。世界各国の

複数の機関が GCM を開発し、予測計算を行っているが、

細かな現象の扱い方や解像度、初期条件や境界条件の

設定方法はそれぞれ異なり、そのため計算結果に差異が

生じる。ここでは、①についてRCPシナリオの最上位、最下

位に位置付けられる RCP8.5,2.6 を使用し、②については

GCM の違いによる予測結果の幅を把握した詳細シナリオ

の立案方法について述べる。 

2．1 GCMの選定 

世界には数多くの GCM とその予測結果があるが（例え

ば CMIP5）、利用できる全ての GCM について詳細に分析

するのは非効率であり、対象地域の気候特性を良好に表

現するモデルを予め選定することが有効である。選定基準

としては、対象地域を含む周辺エリアの気候特性を代表す

る気象要素である降雨，上向き長波放射，海面気圧，気温

(850hPa 面)，東西風(850hPa 面)，南北風(850hPa 面)につ

いて、観測データとの相関係数及び RMSE により個々に適

合性を評価し、これらを合算した総合点数の高い GCM を

選定する。この作業においては、CMIP5 に提供された 31

機関の 61種類のモデルを対象とし、観測値としてはGPCP、

JRA55 や NOAA の観測データを使用した。モデル選定に

おいては、これらのデータや相関解析等を行うツールが整

備された DIAS2)を利用した。結果として、CESM1(CAM5)、

MPI-ESM-LR、CNRM-CM5、GFDL-CM3 の 4 モデルが選

定された。 

2．2 ダウンスケーリング 

一般に、GCM の計算結果は現実の気候条件を表現す

るものではなく、100km 程度の解像度による平均的な気候

特性値が算出される。このため、GCM の気候特性値から

対象地域の将来気候条件を想定するためには、ダウンス

ケーリング(DS)という方法により、空間解像度を高めるととも

に、バイアス補正を行い日平均降雨量や日平均気温等を

算出する必要がある。この方法には一般に力学的 DS と統

計的 DS があるが、力学的 DS は GCM で表現できないミク

ロスケール現象の補完を含む力学的整合性おいて、統計

的 DS は計算負荷の少なさに長所を有しており、それぞれ

の特徴を活用することにより、将来降雨シナリオの立案と不

確実性の評価を行う。 

2.2.1 統計的DSによるGCM間の不確実性の評価 
統計的DSとは、「広域の気象場とローカルな気象要素と

の経験的あるいは統計的関係を仮定し,その関係式に基

づいて GCM のデータから空間解像度の高いデータへの

変換を行う方法」である。GCM で表現できない高解像度の

地形や大気運動等を考慮できないため、力学的整合性に

劣るが、簡便かつ計算負荷が少ないため、複数のGCMや

多数の地点への適用等が可能である。統計的バイアス補

正については、Nyunt3)等の方法を使用した。この方法では、

観測地点において日降雨量の大小で順に並べ、無降雨、

大雨(極端現象)、平常時降雨の三領域においてそれぞれ

GCMの計算結果の補正を行うものである(図-４参照)。 

 

統計的バイアス補正の手順の概要 

日降雨量の観測値及び計算結果について、最大値から最小

値までを順に並べる。 

a)無降雨：観測データより無降雨日数を設定し、 

その期間の雨量をゼロとする。 

b大雨：上位1％程度を極端事象とし、極値分布（一般 

パレート分布）を適合させる。※（20年間約7300日

のうち、1％の73日をデフォルトで豪雨としている） 

c)平常時：上記a),b)以外の平常時の降雨について、 

ガンマ確率累積関数を適合させる 

 
図－３ RCPシナリオ 

 
図－４ 統計的バイアス補正の方法 
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図-５に示すベトナム全土で利用可能な降雨観測地点に

対して統計的バイアス補正を行い、その結果を内挿するこ

とによりDSした結果を示す(図-６参照)。 

RCP の違い、GCM モデルの違いにより、特に中部沿岸域

や南部において将来の降雨条件に不確実性が見られる。

また、南北方向の代表3地点における統計的バイアス補正

結果を図-７に示す。いずれのモデルもHa Giangで降雨が

少なく、Hue で多いという地域的傾向を示した。将来気候

においては、極端事象（大雨）ほど結果の幅が大きくなり、

1/100 相当の降雨規模では、RCP8.5 は RCP2.6 の 1.5～2

倍程度の大きな予測結果を示している。 

 
 
 
 

 
2.2.2 力学的DSによる詳細シナリオの作成 
力学的 DS は、対象地域を包含する領域に解像度の高

い気象モデルを作成し(図-8参照)、GCM の計算結果を境

界条件とすることにより、GCM では表現できない小規模ス

ケールの物理現象を補完し、解像度の高い計算結果を得

ることができる。 

 

一方で、計算量が膨大になるため、利用できる計算機によ

り適用ケース数が限定される。また、境界条件の設定のた

め、対象とする GCM の全ての出力結果を取得する必要が

ある。このため、本手法は適応策検討等における詳細シナ

リオの作成に使用するものとし、必要なデータが得られる

 
図－８ 力学的DSの計算領域 

（Pefume River流域を対象とした場合） 

  

  

  
図－７ バイアス補正により得られた代表地点 

(左段：RCP2.6，右段：RCP8.5) 
上:Ha Giang(Bao Lac), 中:Vinh Yen(Ha Dong), 下:Hue 
における将来(2075～2099)の日降雨量の発生頻度 

 
図－５ ベトナム全土の利用可能な雨量観測地点 

 
 

 
 

 
図－６ 降雨の統計的DSの結果 

（上：過去, 中：将来RCP2.6, 下：将来RCP8.5） 
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MRI-AGCMモデルによるRCP8.5の結果について行った。 

力学的 DS の結果に、必要に応じてバイアス補正(観測値

の確率関数に合わせて計算結果を補正)することにより、過

去の降雨条件を概ね再現できた(図-９参照)。 

 

力学的DSの結果では、図-１０に示す通り夏季（6～8月）

に南部において、冬季（10～12月）に中部海岸部において

降雨量の増加が予想されている。また地点毎に見ると、北

部のHa Giangでは豪雨の発生頻度の減少が、一方でHue、 

Vinh Yenでは増加が予測されている(図-１１参照)。なお、

不確実性を評価した統計的DSとの比較では、図-７(黄色)

に示す通り、北部・中部では比較的高位、南部では比較的

低位に位置し、モデル間の範囲に収まっている。 

 

 

 

 

 

2．3 将来の洪水予測の変化 

水災害対策の観点からは、降雨等の気候条件だけでな

く、洪水等による浸水域の変化について予測することが重

要となる。このため、力学的 DS から得られた詳細シナリオ

の降雨条件をもとに、佐山等が開発した降雨流出氾濫解

析モデル RRI(Rainfall Runoff Inundation )モデルを使用して

現在と将来における同一生起確率（1/100）規模の洪水に

よる氾濫域を計算した。 

 

 
 

 

 
図－11 日降雨量の発生確率の将来予測  

黒(観測値)、青（計算：過去）、赤(計算：将来) 

 
図－10 力学的DSによる降雨(3ヶ月雨量)の将来予測

上：夏季(6～8月)、下段：冬季(10～12月), 左：過去

(1979～2003)、右：将来(2075～2099) 

 
図－９ 力学的DSの結果（バイアス補正後） 
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力学的 DS結果より現在と将来における 1/100相当の流

域平均日雨量を設定し、現在と将来で流出流量が最大と

なる 1983年と 2088年の洪水を、それぞれ現在および将来

の降雨パターンとした。 

Hue 市を含む Perfume 川流域を対象に流域スケールの

RRI モデルを構築し上記の降雨条件を与えることにより洪

水流出量を計算する。次に Hue 市を中心とした地域(Hue 

Province)スケールのRRIモデルを構築し(図-１２参照)、上

記で算定した洪水流量を境界条件として与えることにより、

Hue市周辺の浸水状況を詳細に計算した(図-１３参照)。 

 

Hue における浸水域と浸水深の計算結果を示す。1m 以

上の浸水面積が拡大し、4m 以上の浸水する箇所が生じて

いる。 

 

 

３．まとめ 

本検討ではベトナムの都市を対象に将来気候条件の予

測とその不確実性の評価、及び対象流域における氾濫条

件の変化について検討した。まず、CMIP5のモデルセレク

ション、バイアス補正、統計的ダウンスケーリングを行い

季節降雨特性の異なる北部と中部を対象にモデル間での

影響を考察した。次に、力学的ダウンスケーリングを用い

て、同様に北部と中部を対象とした降水量の将来の影響

を調査した。さらに、力学的ダウンスケーリングDSから

 

 
図－12 上:RRIモデル概念図、中:流域スケールモデル   

下:地域スケールモデル 

 

 
図－13  Hue市周辺の浸水域及び浸水深の比較 
(上：過去、中：将来、下：将来と過去の差分) 



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

 - 6 - 

得られた詳細シナリオの降雨条件をもとに、降雨流出氾

濫解析モデル(RRI)を用いて現在と将来における同一生

起確率（1/100）規模の洪水による氾濫域を計算した。そ

の結果、次に示す結果を得た。 

（１）統計的DSによるGCM間の不確実性の評価 

RCPの違い、GCMモデルの違いにより、特に中部沿岸域

や南部において将来の降雨条件に不確実性が見られる。

いずれのモデルもHa Giangで降雨が少なく、Hueで多い

という地域的傾向であった。将来気候においては、極端事

象（大雨）ほど結果の幅が大きくなり、1/100相当の降雨

規模では、RCP8.5は RCP2.6の 1.5～2倍程度の大きな予

測結果を示している。 

（２）力学的DSによる詳細シナリオの作成 

力学的DSの結果では、夏季（6～8月）では南部におい

て、冬季（10～12 月）では中部海岸部において降雨量の

増加を示した。北部のHa Giangでは豪雨の発生頻度の減

少、一方でHue, Vinh Yenでは増加を示した。 

（３）将来の洪水予測の変化 

Hue における浸水域と浸水深の計算結果より、1m 以上

の浸水域の拡大、また、4m以上の浸水箇所を示した。 
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2．2 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用によ

る水災害リスク評価手法及び防災効果指標の開発 
 
2.2.3  グローバルに通用する多面的な水災害リスクの評価及び評価に基づく強靭な社会構

築手法に関する研究 
 

担当チーム：水災害研究グループ 
研究担当者：徳永良雄、大原美保、栗林大輔 
 

【要旨】 
「グローバルに通用する多面的な水災害リスクの評価及び評価に基づく強靭な社会構築手法に関する研究」で

は、達成目標の一つとして「多面的な災害リスクの高精度・高度な推計手法の提案」を掲げている。2015 年 9 月

の鬼怒川水害発生後の 2016 年～2018 年度にかけて、この達成目標に向けて、茨城県常総市をケーススタディー

地域として、災害後の地域社会の機能回復状況に関する調査研究を行ってきた。常総市内の住民及び事業所への

ヒアリング調査の結果、浸水した住家の補修が完了し、住民が日常生活や地域が元に戻ったと感じるまでには約

1－2 年強程度の期間を要したことがわかった。一方で、更なる災害の発生への懸念や経済的な心配、地域の活気

の低下など、様々な長期的な課題も見られた。また、統計データに基づく分析からも地域全体の影響を把握した。 

キーワード：災害リスク、レジリエンス、社会的影響、鬼怒川水害 
 

1．はじめに 

 プロジェクト研究「グローバルに通用する多面的

な水災害リスクの評価及び評価に基づく強靭な社会

構築手法に関する研究」は、達成目標として、以下

の 3 つを掲げている。 
・多面的な災害リスクの高精度・高度な推計手法の

提案 
・各種の防災施策・投資による減災効果を総合的に

評価するリスク指標の提案 
・国内外における強靭な地域社会の構築手法の提案 
 
 災害による社会的影響は、図１に示す通り、時間

軸に沿って変動する。発災直後は、主に物理的被害

により、社会的機能の稼働率が低下する。構造物の

対策などの「致命的な被害を負わない強さ」を向上

させる対策により、これらの稼働率の低下に歯止め

をかけることが必要である。その後、復旧対応等に

より、これらの稼働率は徐々に回復する。この際、

「速やかに回復するしなやかさ」を向上させる対策

により、稼働率が低下している時間を短縮させるこ

とが必要である。さらに、「よりよい復興」を目指

した施策により、社会的機能の稼働率 100％を上回

る地域の発展を達成することも望まれる。一方、水

災害のように予警報の発表がありえる災害の場合は、

避難や工場等の生産ラインの事前停止などの緊急対

応により、社会的機能の稼働率を人為的に低下させ

るものの、被害を未然に防止することができる。 
災害による社会的影響とは、図 1 において、社会

的機能の稼働率が 100％を下回る領域を時間軸に沿

って積分した面積に相当する。よって、望ましい施

策を検討するにあたり、評価すべき「多面的な水災

害リスク」とは、図 1 に示した社会的機能の稼働率

がいかにして変動・回復・向上するかに相当する。 
 本プロジェクト研究においては、達成目標の一つ

目として「多面的な災害リスクの高精度・高度な推

計手法の提案」を掲げており、この目標に向けて、

茨城県常総市をケーススタディー地域として、災害

後の地域社会の機能回復状況に関する調査研究を行

ってきた。水害から 3 年目となる 2018 年度は、こ

れらの成果を取りまとめた。分析にあたっては、住

民・事業所へのヒアリング調査に基づく分析、及び

統計データを用いた分析という 2 つの観点からの検

討を行った。 

 

図 1 水災害による社会的影響と対策の効果 
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会
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２．住民・事業所へのヒアリング調査に基づく 

分析 

2.1 調査の概要 

 住民・事業所へのヒアリング調査の概要を表 1 に

示す。2015年 9月の水害発生から 1年後となる 2016
年秋に事業所へのヒアリング調査を実施した。その

後、水害から 2 年後となる 2017 年秋に住民へのヒ

アリング調査を実施した。事業所への調査結果につ

いては、2016 年度のプロジェクト研究の成果報告書

にて報告済である。  
事業所調査では、常総市商工会の協力のもと、商

工会名簿から対象事業所をランダムにサンプリング

して依頼を行い、ヒアリングの際は「事業所の基本

的な状況、浸水時の状況、被害状況、事業所活動の

再開・継続状況、浸水前後での水害対策の状況」に

ついての質問を行った。調査では、商工会会員であ

り、かつ鬼怒川東側で被災した 582 社のうち、約 1
割相当へのインタビューを行うこととして依頼を行

い、最終的には鬼怒川東側に立地する 56 社からの

回答を得た。また、比較のために、広域浸水してい

ない鬼怒川西側の 4 社からも回答を得た。 
住民調査は、中央大学理工学部河川・水文研究室

が 2015 年 11 月に調査を行った常総市内の 516 世

帯に対して、同研究室の協力を得て、これらの世帯

を再度訪問する形式で実施した。なお、中央大学の

2015 年 11 月の調査では持ち家ではない世帯も含ま

れていたため、そのうち、持ち家かつ浸水を受けた

世帯のみに対して、調査依頼を行った。調査では、

「被災後の住家の状況、水害前後での日常生活の変

化や困ったこと、水害前後での水害対策の状況」な

どについての質問を行った。 
 

表 1 住民・事業所調査の概要

 

 

図２ 住民調査での補修済世帯の住家の被害程度 

  
 調査の結果、218世帯からの有効回答を得た。自宅

を補修済の世帯が142、建て替え済が4、計画中が2、
何も行っていない世帯が59となった。補修済の142
世帯に対して、常総市からの罹災証明に記載されて

いる被害程度を尋ねたところ、図２の通りとなった。

なお、内閣府の住家の被害認定基準によれば、住家

の主要な構成要素の経済的被害の割合が50％以上、

40-50%、20-40%、20％未満の場合に、全壊・大規模

半壊・半壊・半壊に至らない（一部損壊）となる。 
2.2 調査結果 

 調査結果の抜粋を図３に示す。図には、住民調査

で得られた回答のうち、「住家の補修を完了した割合、

住民が毎日の生活が元に戻ったと思っている割合、

住民が地域活動が元に戻ったと思っている割合」、お

よび事業所調査で得られた回答のうち、「売上が

100％に戻った事業所の割合」の時間的な推移を示

した。これらのグラフは、調査時点までに完了また

は元に戻ったか否かを尋ねるとともに、調査時点ま

でに完了または元に戻っていた場合にはいつ完了ま

たは元に戻ったかを尋ねることにより、これらの回

答を集計して作成したものである。 
 この結果、住家補修に関しては、全壊・大規模半

壊の場合は、90％の世帯が完了するには14ヶ月、

50％の世帯が完了するには5ヶ月を要したことがわ

かった。半壊では90％の世帯が完了するのに10ヶ月、

一部損壊では13か月となった。一部損壊の場合は、

水害発生の当月中に補修を完了した世帯も見られる

ものの、補修工事を待たされた、又は畳の裏側がカ

ビていたのに1年後くらいになってから気が付いて 
補修を行った、などの多様な事情があり、90％の完

了までには1年以上を要した。 

全壊, 3

大規模半壊, 32

半壊, 78

一部損壊, 12

被害なし, 2

罹災証明は受領

していない, 6 わからない, 6

Q1被害程度（N=139)
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図３ 回復に要した時間 

 
 住民が毎日の生活が元に戻ったと思っているかど

うかを尋ねたところ、全壊・大規模半壊の場合は、

90％の世帯がこのような実感を持つには25か月か

かり、一部損壊では13か月かかった。一部損壊は、

床下浸水相当であり、室内の被害は生じていない被

害程度であるものの、1年以上は生活が元に戻ったと

感じられなかった点が把握できた。 
 地域活動が元に戻ったと思っているかどうかを尋

ねたところ、全壊・大規模半壊では90％の世帯がこ

のような実感を持つには20ヶ月、一部損壊でも18ヶ
月かかった。全壊・大規模半壊と一部損壊とでは、

それほど大きな時間差ではなく、自らの家屋が一部

損壊であっても、地域活動全体で見ると元に戻った

と感じるには時間を要したことがわかった。 
 事業所調査における、売上が100％に戻った事業

所の割合は、被災後1年経った13か月後においても、

まだ約半分となった。この値は、多種類の業種が含

まれた回答を集計したものであるため、業種によっ

ては、元に戻るのに更なる時間を要した事業所も含

まれる。 
 

 

図４ 日常生活で感じている変化 

 
 以上の結果より、浸水被害にあった世帯において

住家の補修が完了し、さらに住民が日常生活や地域

が元に戻ったと感じるまでには、被害程度に応じて

1～2年強程度かかったことがわかった。 
 また、水害前後での日常生活の変化も尋ねたとこ

ろ、図４に示した通りとなった。いずれの被害程度

の回答者でも多かったのは「また水害にあうのでは

ないかと不安だ」という回答である。その他、被害
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程度が大きい場合は、「水害により経済的余裕が減っ

た」「まちに活気がなくなった」との回答も多い。な

お、調査に協力した回答者は、どちらかというと、

地域の中では前向きな考えの持ち主であり、不安や

懸念が大きい住民は、水害当時のことを思い出した

くないという理由から調査に協力していない可能性

が高い。よって、本調査結果は、回答者における現

状を示したものに過ぎず、実際の状況は更に不安や

懸念が大きい住民が多い可能性がある点に留意する

必要がある。一方で、「水害により地域でのきずなが

強まった」「水害により家族のきずなが強まった」と

いう前向きな影響も若干見られた。 
 
３．統計データに基づく分析 

3.1 災害後の人口変動の分析 

 前章で述べたヒアリング調査は、あくまで常総市

内に住み続けている住民が回答した結果であるが、

被災地では深刻な人口流出も発生している。図５は、

常総市H29統計書の地区別人口の表に基づいて作成

した水害前後での人口変動である。2015年4月1日の

人口を1として各年の値を算出して図示した。人口は

住民基本台帳に基づく各年4月1日現在の値である

ため、2016年の値が水害後に相当する。鬼怒川決壊

に加えて八間堀川の決壊も影響も受け、浸水深さが

最大で約3ｍに達し、約10日程度浸水が継続した大

生地区では、2015年人口に対する人口比が、2016年
度は0.942、2017年度は0.947となり、人口の減少が

確認された。水海道駅周辺の水海道地区も、浸水し、

2016年度には人口が大きく減少したものの、2017年
度には人口が若干増加して影響が軽減されつつある。 

 

図５ 常総市内の水害前後での地区別の人口変化 

3.2 産業別災害後の人口変動の分析 

 前章で述べた事業所の売上の推移は、あくまで調

査対象とした限られた数の事業所の回答でしかない。

よって、より面的な影響を把握するため、茨城県が

毎年3月に公表している茨城県市町村民経済計算1)の

データの分析も行った。図６は、経済活動別の総生

産（名目）について、水害前の平成26年（2014年）

を1として表示したものである。平成27年（2015年）

の製造業の総生産は、9月の水害後の多数の事業所で

の休業等のため、前年の29％減となった。一方で、

建設業は23％増、電気等・廃棄物処理業は16％増と

なり、業種による差が確認された。 
 図７は、茨城県・県西地域・常総市での総生産（名

目）について、水害前の平成26年（2014年）を1とし

て表示したものである。市全体の総生産は、前年の

14％減となり、リーマンショック後の平成21年度と

近くなった。なお、県西地域で見ると若干の減少は

見られるが、茨城県全体では総生産は増加した。 
 以上の結果は、常総市での結果に過ぎないため、

今後、他の被災地の事例分析も行う予定である。 
 

 

図６ 常総市内の経済活動別の総生産（名目）の推移 

 

図７ 県・地域・市の総生産（名目）の推移 

 

４．まとめ 

本研究課題では、茨城県常総市をケーススタディ

ー地域として、災害後の地域社会の機能回復状況に

関する調査研究を行った。常総市内の住民及び事業

所へのヒアリング調査の結果、災害発生から約 1～2
年強程度の期間をかけて、浸水した住家の補修が完

了し、住民が日常生活や地域が元に戻ったと感じる
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ようになってきていることがわかった。一方で、住

民が更なる災害の発生への懸念や経済的な心配を有

していること、地域の活気が低下しているなどの

様々な長期的な課題も顕在化していることも確認さ

れた。今後は、これらの調査結果を踏まえて、達成

目標の一つである「多面的な災害リスクの高精度・

高度な推計手法の提案」に向けた検討を進めていく

予定である。 

 

謝辞：ヒアリング調査に際してご協力いただいた関

係各位および対象地域の事業所・住民の皆様に感謝

の意を表します。 
 
参考文献 
1) 茨城県：市町村民経済計算のページ（2019.10. 

24 閲覧） 
https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fu
kyu/tokei/betsu/keizai/keizai.html#keizai02  



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

 - 1 - 

2．3 防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手法の

開発 

2.3.1 水災害情報が乏しい地域での防災・減災活動を支援する水災害リスク情報提供シス

テムに関する研究 

担当チーム：水災害研究グループ      

研究担当者：徳永良雄、栗林大輔、大原美保 

 

【要旨】 

本研究では、わが国の中山間地や途上国など、気象・水文に関するリアルタイム情報や予測情報が乏しい流域

において、水災害に対する防災担当者や住民の防災・減災活動を支援するために、氾濫モデルによる解析結果な

どを考慮した新たな水災害リスク評価指標を設定する。さらに、それらの情報を防災担当者や住民と共有し、防

災・減災活動で利活用するため、「水災害情報共有システム」を開発する。本年度は、「ICHARM 災害リスク情報

共有システム（ICHARM Disaster Risk Information System: IDRIS）」の普及に向けたシステムの基礎仕様の整

理、洪水カルテ自動作成ツールの検討を行った。洪水カルテ自動作成ツールに関しては、岩泉町の洪水リスク評

価に適用を行い、洪水カルテの簡便な作成を実現し、地区防災への有用性を確認した。 

キーワード：防災・減災、ICHARM 災害リスク情報共有システム（IDRIS）、洪水カルテ自動作成ツール、岩泉

町  

 

 

1．はじめに 

洪水・土砂災害などの水災害は近年激甚化・多様

化しているが、降雨開始から発災に至るまでには、

ある程度の時間が見込める。そのため、発災前に様々

な情報を収集・分析し、発災までの時間を考慮しな

がら活用することで、防災担当者や住民が効果的に

防災・減災活動を実施し、被害を軽減できる可能性

が高い。特に、中山間地の市町村においては、以下

の課題を抱えているため、防災情報の有効活用と、

それを活用した地区防災計画策定が求められている。 

 構造物対策に多額の予算をかけられない。 

 急峻な地形で降雨発生から流出までの時間が

比較的短いため、入手した情報を整理し、避

難行動や防災活動につなげる時間的余裕が少

ない。 

 洪水予報などが行われていない区間が多い。 

 市町村防災担当部局は、防災対応の経験が乏

しく、防災の詳しい知識を持つ防災担当者が

少ない。 

 平成大合併で市域が拡大し、担当者が馴染み

のない地域が多くなるとともに、現地の状況

把握により時間がかかるため、対応策の決定

（優先順位付け）に手間取ることがある。 

 中山間地のコミュニティでは高齢者が多く、

いざという際の避難活動に、より多くの配慮

が必要で、共助のニーズが高い。 

以上の背景を踏まえ、本研究では、我が国の中山

間地や途上国など、気象・水文に関するリアルタイ

ム情報や予測情報が乏しい流域において、防災担当

者や住民による防災・減災活動を支援する、「災害

情報共有システム」（ ICHARM Disaster Risk 

Information System :IDRIS)を開発し、地域防災計

画などへの利活用方法について検討することを目的

とする。 

平成 29 年度は、IDRIS の開発と新潟県東蒲原群

阿賀町（以降、「阿賀町」と記述する。）における適

用研究・実証実験 HP である ARIS（Aga town Risk 

Information System）を通して、IDRIS(ARIS)の有

効性の確認を報告した 1）。同時に、「洪水カルテ」

（地区単位で洪水リスク評価が可能な表）の開発と

その有効性を報告した 2）。 

平成 30 年度は、IDRIS の普及に向けたシステム

の基礎仕様の整理、「洪水カルテ」の簡便な作成方

法の検討を行った。2 章において IDRIS の普及に向

けたシステムの基礎仕様の整理、3 章において、「洪

水カルテ」の自動作成ツール 3）の概要を報告する。 

 

2．IDRIS の普及に向けたシステムの基礎仕様整理 
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図-1 に IDRIS のシステム構成と ARIS の実装

サーバの仕様を示す。IDRIS は、クラウド上に仮

想サーバを生成し、仮想サーバ内に IDRIS のサイ

トを構築する。IDRIS は、国立研究開発法人防災

科学研究所が提供するｅコミュニティ・プラット

フォームをベースに、情報共有システムサイトを

構築している。IDRIS は、多くの観測施設・情報

配信サイトへのリンクが可能である。 

現在、一般公開中の ARIS では、阿賀町に関係

する防災情報として、気象業務支援センターから

降水量の配信データの受信・保管や、北陸地方整

備局阿賀川河川事務所 HP からの河川に関する

CCTV カメラ、河川の水位等、東北電力からのダム

放流量へのリンク・表示等行っている。阿賀町の浸

水想定区域図・土砂災害警戒区域図等の災害リスク

情報の蓄積も可能となり、阿賀町にとって災害情報

を一元的に管理できる。従来技術においては、地方

自治体ごとにサーバが必要となったが、今後、多く

の地方自治体に IDRIS の導入がされた場合にも、ク

ラウド化は、遠隔地におけるサーバの保守作業を軽

減でき、効率的なシステム構成となっている。 

今後は、IDRIS に必要なシステム仕様を整理し、

基本的なサーバ構造仕様を作成する予定である。 

 

3．浸水過程を考慮した地区単位での簡便な洪水リス

ク評価システムの開発（洪水カルテ自動作成ツール

の検討） 

3.1 中山間地市町村における課題と目的 

中山間地の市町村においては、急速な高齢化や避

難できない高齢者などの要配慮者の増加、産業の衰

退及び限られた予算や土木系職員の減少などにより、

地域防災対応力が衰退している。 

中山間地における効果的・効率的な減災対策には、

一つの視点として、住民が災害リスクを「我がこと」

として認識できるように配慮する必要がある。例え

ば、住まいの地区（集落）の時系列的な浸水深変化

表-1 「洪水カルテ」の 8つの指標と指標値算出に必要なデータ 

 
 

評価軸
評価
地点

指標
指標値算出に必要な

データ

氾濫解析結果

地区の人口
データ

避難所デー
タ

役場・支所
の位置デー

タ

建築物の
データ

④本格浸水開始まで
の余裕時間

地区内
指定点

浸水深が0.1mから0.5m
に達するまでの時間

d　(0) （0.5m以下の浸水）

c　(1) 6 時間 <

b　(2) 3 時間 ≦ ≦ 6 時間

a　(3）  < 3 時間

危険度
(配点)

閾値

①地区の浸水危険度
地区内
指定点

最大浸水深

d　(0) < 0.1m

c　(1) 0.1日≦ <0.5日

b　(2) 0.5日≦ <1.0日

a　(3） 1.0 日 ≦

⑤避難が必要な期間
地区内
指定点

浸水深0.5m以上の継続
時間

d　(0) < 0.1日

c　(1) 0.1m ≦ < 0.5m

b　(2) 0.5m ≦　< 1.7m

a　(3） 1.7m ≦ < 3.2m

ａａ　(4) 3.2m ≦

c　(1) 0.1m ≦ < 0.3m

b　(2) 0.3m ≦ < 0.5m

a　(3） 0.5m≦

⑥避難所の危険度 避難所 避難所の最大浸水深

d　(0)  < 0.1m

c　(1) 0.1m ≦ < 0.3m

b　(2) 0.3m ≦ < 0.5m

a　(3） 0.5m≦

⑦地区と役場支所と
の交通途絶

地区内
指定点

地区と町役場・支所を結
ぶ道路の最大浸水深

d　(0)  < 0.1m

c　(1) < 10 人

b　(2) 10 ≦ < 50 人

a　(3） 50 人≦

②浸水最大孤立者数 地区全体
0.5m以上の浸水域に居
住し、かつ避難しない人
数

d　(0) 0

c　(1) < 10 人

b　(2) 10 ≦ < 50 人

a　(3） 50 人≦

③浸水の影響を受け
る要配慮者

地区全体
0.3m以上の浸水域に居
住する要配慮者の人数

d　(0) 0

c　(1) < 50 t

b　(2) 50 ≦ < 150 t

a　(3） 150 t ≦

⑧洪水後の廃棄物 地区全体
0.5m以上の浸水域に存
在する家屋数から換算さ
れる廃棄物量

d　(0) 0

 

図-1 IDRISのシステム概要図 

Cent OS6以上
用途：

情報共有システムを実行し、演算処理を行う（ARIS）。
Disk:100GB程度
CPU:インテルXeonプロセッサ 2.5G 2コア相当
メモリ：８GB以上

Windows 2012 R2
用途：

気象業務支援センター等から配信されるデータを受信し、1年分のリアル
タイム気象データを保存する。

Disk:5TB以上
CPU:インテルXeonプロセッサ 2.5G 2コア相当
メモリ：８GB以上

クラウドサーバ

IDRIS on ｅコミュニティ・プラットフォーム
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を示すなど、わかり易い氾濫状況とそれに伴うリス

ク情報を提供する必要がある。 

そこで、ICHARM では、市町村よりもさらに細か

い地区単位で洪水リスク評価が可能な「洪水カルテ」

の提案を行ってきた 4)。「洪水カルテ」とは、想定の

氾濫解析結果を用い、複数の評価軸での各地区の洪

水リスク（危険度）を指標値として表したものであ

る。阿賀町での「洪水カルテ」を作成するために、

今回は 8 つの評価軸（表-1）に対応する指標値を算

出することとしたが、既往研究においては、これら

を手作業で地区別に指標値算出を行っていたため、

多くの労力がかかるのが課題であった。また、土木

工学が専門ではない自治体の防災担当職員が「洪水

カルテ」を自力で算出することは困難であった。 

上述のような課題がある中で、近年、内閣府、国

土地理院、国土交通省及び市町村等により、洪水リ

スク評価に関連する様々な統計値や氾濫計算結果を

インターネットにより提供するオープンデータの取

り組みが進んでいる。これらの様々な情報を効果的

に活用することで、全国の市町村を対象に簡易に洪

水リスク評価を行うことが可能となると考えられる。 

このような背景から、平成 30 年度においては、市

町村の防災担当職員や一般の方が、氾濫解析結果と

様々な統計・GIS データを活用して「洪水カルテ」

の各種指標を自動的に計算し、地区ごとの洪水リス

ク評価を簡便に効率的に行うことが出来る『洪水リ

スク自動評価システム』（ ICHARM Flood Risk 

Assessment System: IFRAS（仮名））のプロトタイ

プ構築を行った。また、構築したシステムを岩手県

岩泉町に適用し、システムの有用性を検証した。 

3.2 岩手県岩泉町の概要 

岩手県下閉伊郡岩泉町（以下、「岩泉町」と記述す

る。）は、岩手県の中央部からやや北側の北上山地の

東部に位置し、太平洋に面している。面積は

992.36km2 で、本州で最も広い町として知られてい

る。林野率が 93%（全国平均 67%、岩手県平均 76%）

と高い中山間地の自治体で、人口は約 9,300 人、約

4,400 世帯である 4)。 

岩泉町においては、平成 28 年 8 月の台風 10 号に

より期間総降水量（8 月 26 日～31 日）285.5mm を

記録し、小本川の急激な増水により広域で氾濫が発

生した）。高齢者施設「楽ん楽ん」では、居住してい

た高齢者 9 名全員が亡くなり、全壊棟数は約 1,000

棟、被害額は土木施設や農業施設など合わせて約

328 億円に上った 5)。 

3.3「洪水リスク自動評価システム」の開発 

（1）システムの特徴 

 本研究で開発する『洪水リスク自動評価システム』

の 3 つの特徴を、以下に取りまとめる。 

① 指標値計算の自動化 

「洪水カルテ」作成において、これまでは氾濫解

析結果から手作業にて地区内指定点の浸水開始時間

や浸水継続時間を、また自治体が提供する人口デー

タ等から浸水の影響を受ける要配慮者数などを算出

していた。浸水開始時間や浸水継続時間は、避難開

始のタイミングや避難を継続する時間を検討できる

重要な指標であるが、一般的な氾濫解析システムか

らは自動的に算出されない。そのため、地点を指定

すればこの 2 つの指標を氾濫計算結果から自動算出

できるようシステム設計を行った。  

② 様々な統計・GISデータの活用 

表-2 に政府が整備している主な統計・GIS データ

一覧を示す。 

政府統計の総合窓口「e-Stat」は、日本の政府統計

関係情報のワンストップサービスを提供する政府統

計のポータルサイトである 6)。人口・産業など様々

な統計情報が、表形式やシェイプファイル形式で提

供されている。  

表‐2 政府が整備している主な統計・GISデータ一覧 

データベース

の名称 

整備主体 収録されている 

主なデータ 

政府統計の総

合窓口「e-Stat」 

総務省統計

局 

各種統計情報（人口・産

業・物価など） 

国土数値情報 国土交通省

国土政策局

国土情報課 

国土に関する基礎的情

報データ（地形・土地利

用・公共施設など） 

基盤地図情報 国土地理院 国内の地理空間情報（標

高・行政区画建築物の外

周線など） 

（参考） 

河川氾濫解析 

国土交通省

河川局， 

都道府県 

想定最大規模洪水や計

画規模洪水に応じた氾

濫域や継続時間 
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「国土数値情報」は、国土に関する基礎的な情報

（地形・土地利用・行政区域・避難施設等）がイン

ターネットで提供されている 7)。国土地理院では、

様々な国内の地理空間情報を同じ位置の基準を持っ

た情報とする「基盤地図情報」の整備が進められて

いる 8)。 

国土交通省では、破堤点を指定すれば最大浸水深

や浸水域だけでなく、氾濫到達時間や浸水継続時間

などが表示される「地点別浸水シミュレーション検

索システム（浸水ナビ）」を構築している 9)。氾濫解

析は、国土交通省河川事務所などが、「浸水想定区域

図データ電子化ガイドライン（第 2 版）」（国土交通

省 平成 27 年 7 月）に沿って実施しているもので

あり、氾濫解析結果そのもの全ては公開されていな

いが、事務所等に依頼することで入手可能な場合も

ある。 

これら日本全国で整備されている様々な統計・

GIS データを活用することで、全国の市町村におい

て、同じ精度で、効果的にかつ簡易に地区レベルで

の洪水リスク評価を行うことが出来る。 また市町村

では、土地や建物などの固定資産の評価を行うため

の固定資産課税台帳データや、集落ごとの人口統計

データを整備しており、これらのデータを活用した

より詳細な洪水リスク評価も可能である。本システ

ムでは、これら多種多様なデータを利用可能とする

ようシステム設計を行った。 

③閾値を容易に変更可能 

本システムの大きな特徴の一つが、自動化によっ

て表-1 に挙げる各指標の閾値を容易に変更できる

点である。既往研究においては、他地区との相対比

較を行うために、指標によっては客観的でない閾値

を設定している場合があり、そのためリスク評価結

果の信頼性が多少損なわれることとなっていた。本

システムによって、閾値を変動させながらのリスク

評価が比較的簡便に変更可能となるため、結果の信

頼性が向上する。 

（2）システムの構築 

本研究で提案する『洪水リスク自動評価システム』

におけるリスク評価手法は、前述の通り「洪水カル

テ」によるものとしている。図-2 に「洪水カルテ」

の 8 つの指標値と各種政府統計データの関連を示す。

以下、政府統計・GIS データを活用する場合の、本

システムにおける「洪水カルテ」各指標値の作成方

法と流れを示す。 

① 対象地区の設定 

各指標値の計算に先立ち、まず対象地区や地区代

表地点の設定を行う。「政府統計の総合窓口（e-Stat）」

には、国勢調査の小地域の地区区分が収録されてい

 

図-2 各評価指標値に必要となるデータ（政府統計・GISデータを用いる場合） 
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るため、地理院地図（電子国土 Web）上に図示でき

る。  

② 基礎データベースの作成 

前節で紹介した各種データベースから（表-2）、各

種統計データや氾濫解析結果やダウンロード後、メ

ッシュ毎に各種データ（最大浸水深、避難所である

か否か、人口、家屋数など）を紐づけた基礎データ

ベースを作成する。本システムは、計算の過程でこ

の基礎データベースを参照しながら、各地区の「洪

水カルテ」を計算する。 

③ 基礎データベースを用いた各指標値の作成 

各指標値の算出については、「地区の浸水危険度」

や「本格浸水開始までの余裕時間」のように氾濫解

析結果のみから作成できる指標値もあれば、「浸水最

大孤立者数」や「洪水後の廃棄物」のように、氾濫

解析結果に人口データや建築物データを重ね合わせ

て算出する必要がある指標値もある。 

④ 閾値による各指標値のランク評価と図上表示 

 ③において指標値の算出の後、自由に設定できる

閾値に応じて、指標値に対して危険度評価を行い、

結果をエクセルにおいて一覧表で出力する。また、

より視覚的に理解できるよう、Google Earth🄬上に

表示できる。 

3．4 岩泉町への適用 

作成したシステムを用いて、岩泉町において各地

区の洪水リスクを評価した。なお、本研究では各地

区の代表地点は、各地区における最大浸水深を記録

したメッシュとしているため、本研究において作成

される「洪水カルテ」の値は、洪水リスク評価とし

ては最も危険側の評価となっている。 

 システムによるアウトプットの例として、Google 

Earth🄬上に各地区の「②浸水最大孤立者数」による

リスク評価結果を重ねた例を図-3に示す。プロトタ

イプの適用結果は良好であり、他自治体への展開も

可能と考えている。 

 

4．まとめ 

平成 30 年度においては、過年度に提案した、①

IDRIS の普及化のための基礎仕様の整理、②地区ご

との洪水リスク評価手法である「洪水カルテ」の手

法を適用し、既存の氾濫解析結果や政府による統計・

GIS データなどを活用して、簡便に地区単位の洪水

リスクを評価できるシステムのプロトタイプを提案

した。 
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図－3 自動作成ツールによるアウトプット例（「②浸水

最大孤立者数」によるリスク評価） 
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	このうち①については、政策的な温室効果ガスの緩和策を前提として、将来の温室効果ガス安定化レベルとそこに至るまでの経路のうち代表的なものを選んだシナリオが作られており、RCP（Representative Concentration Pathways）シナリオと言われる(図-３参照)。
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	一般に、GCMの計算結果は現実の気候条件を表現するものではなく、100km程度の解像度による平均的な気候特性値が算出される。このため、GCMの気候特性値から対象地域の将来気候条件を想定するためには、ダウンスケーリング(DS)という方法により、空間解像度を高めるとともに、バイアス補正を行い日平均降雨量や日平均気温等を算出する必要がある。この方法には一般に力学的DSと統計的DSがあるが、力学的DSはGCMで表現できないミクロスケール現象の補完を含む力学的整合性おいて、統計的DSは計算負荷の少なさに長所...
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	統計的DSとは、「広域の気象場とローカルな気象要素との経験的あるいは統計的関係を仮定し,その関係式に基づいてGCMのデータから空間解像度の高いデータへの変換を行う方法」である。GCMで表現できない高解像度の地形や大気運動等を考慮できないため、力学的整合性に劣るが、簡便かつ計算負荷が少ないため、複数のGCMや多数の地点への適用等が可能である。統計的バイアス補正については、Nyunt3)等の方法を使用した。この方法では、観測地点において日降雨量の大小で順に並べ、無降雨、大雨(極端現象)、平常時降雨の三...
	図-５に示すベトナム全土で利用可能な降雨観測地点に対して統計的バイアス補正を行い、その結果を内挿することによりDSした結果を示す(図-６参照)。
	RCPの違い、GCMモデルの違いにより、特に中部沿岸域や南部において将来の降雨条件に不確実性が見られる。また、南北方向の代表3地点における統計的バイアス補正結果を図-７に示す。いずれのモデルもHa Giangで降雨が少なく、Hueで多いという地域的傾向を示した。将来気候においては、極端事象（大雨）ほど結果の幅が大きくなり、1/100相当の降雨規模では、RCP8.5はRCP2.6の1.5～2倍程度の大きな予測結果を示している。
	2.2.2　力学的DSによる詳細シナリオの作成
	力学的DSは、対象地域を包含する領域に解像度の高い気象モデルを作成し(図-8参照)、GCMの計算結果を境界条件とすることにより、GCMでは表現できない小規模スケールの物理現象を補完し、解像度の高い計算結果を得ることができる。
	一方で、計算量が膨大になるため、利用できる計算機により適用ケース数が限定される。また、境界条件の設定のため、対象とするGCMの全ての出力結果を取得する必要がある。このため、本手法は適応策検討等における詳細シナリオの作成に使用するものとし、必要なデータが得られるMRI-AGCMモデルによるRCP8.5の結果について行った。
	力学的DSの結果に、必要に応じてバイアス補正(観測値の確率関数に合わせて計算結果を補正)することにより、過去の降雨条件を概ね再現できた(図-９参照)。
	力学的DSの結果では、図-１０に示す通り夏季（6～8月）に南部において、冬季（10～12月）に中部海岸部において降雨量の増加が予想されている。また地点毎に見ると、北部のHa Giangでは豪雨の発生頻度の減少が、一方でHue、 Vinh Yenでは増加が予測されている(図-１１参照)。なお、不確実性を評価した統計的DSとの比較では、図-７(黄色)に示す通り、北部・中部では比較的高位、南部では比較的低位に位置し、モデル間の範囲に収まっている。
	2．3　将来の洪水予測の変化
	水災害対策の観点からは、降雨等の気候条件だけでなく、洪水等による浸水域の変化について予測することが重要となる。このため、力学的DSから得られた詳細シナリオの降雨条件をもとに、佐山等が開発した降雨流出氾濫解析モデルRRI(Rainfall Runoff Inundation )モデルを使用して現在と将来における同一生起確率（1/100）規模の洪水による氾濫域を計算した。
	力学的DS結果より現在と将来における1/100相当の流域平均日雨量を設定し、現在と将来で流出流量が最大となる1983年と2088年の洪水を、それぞれ現在および将来の降雨パターンとした。
	Hue市を含むPerfume川流域を対象に流域スケールのRRIモデルを構築し上記の降雨条件を与えることにより洪水流出量を計算する。次にHue市を中心とした地域(Hue Province)スケールのRRIモデルを構築し(図-１２参照)、上記で算定した洪水流量を境界条件として与えることにより、Hue市周辺の浸水状況を詳細に計算した(図-１３参照)。
	Hueにおける浸水域と浸水深の計算結果を示す。1m以上の浸水面積が拡大し、4m以上の浸水する箇所が生じている。
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